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一 前文

 

 

台湾において日本製品のデザインへの評価は高く、日系企業はデザインを意匠権1

として適切に保護し戦略的に活用することが重要である。すでに台湾には、自動車業

界をはじめ多くの日系企業が意匠出願を行っており（2018 年は 1,224 件出願）、域外

からの出願のうち最多となっている。 
一方で、例えば、台湾の意匠制度では日本に比して保護期間が短いことや、意匠権

侵害に刑事罰が科されないなど、日台の意匠制度は必ずしも調和しておらず、台湾に

進出する際は、当地の意匠制度を適切に把握することが重要である。また、特に紛争

の解決等の実務上の場面においては、制度のみならず当地の慣習等も踏まえて対処す

ることでスムーズに解決する場合もあり、日系企業が知っておくべき事項は多岐に渡

る。 

そこで、本報告書は、台湾模倣対策マニュアル（台湾における意匠保護の戦略）と

して、台湾における意匠の保護（出願・権利化）から活用について、より実務的な点

から体系的に調査し取りまとめたものである。なお、意匠権を含む、台湾での知的財

産権の保護・活用の概要については「台湾模倣対策マニュアル（2016 年、交流協会）」、

「台湾模倣対策マニュアル（実務編）（2017 年、日本台湾交流協会）」も併せて活用さ

れたい。 

 

現行の台湾の専利法は、2011 年に改正され、2013 年 1 月 1 日に施行された。これ

は、改正前の 138 条の条令のうち、108 条が改正、15 条が削除、36 条が新設され、改

正後は 159 条となる台湾知財法史上最大規模の改正であった。この改正法では意匠制

度に関しても主要国の意匠制度との調和を図るべく、日米欧等の意匠制度も参考に検

討が進められ、部分意匠、静的及び動的画像（ICON、GUI）意匠、関連意匠及び組物

意匠等の制度が新たに導入された。一方、関連意匠の旧制度である類似意匠は廃止さ

れている。この専利法改正により、出願形態の選択肢が広がり、柔軟で広い権利保護

が可能となった。自社の事業戦略に合わせ意匠出願戦略を可能とするものである。 

 

                                                   
1 台湾における「専利権」の用語は、発明を保護する特許権（中国語名：発明専利）、考案を保護

する実用新案権(中国語名：新型専利)、製品デザインを保護する意匠権(中国語名：設計専利)を含

む権利の総称であり、その権利取得や権利維持、実施などを定める法律として「専利法」が設け

られている。従って、台湾の「専利」は、日本の「特許」よりも広い概念である点に注意された

い。本報告書においては「設計」及び「設計専利」について、それぞれ「意匠」、「意匠権」の用語

を用いて解説する。 
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また、2013 年 1 月 1 日以降、2013 年、2014 年、2017 年の計 3 回、権利者側に有利

な法改正が行われている。具体的には、2013 年 6 月改正では、損害賠償の請求に関

し、「3 倍の懲罰的な損害賠償」が再び設けられた。2014 年改正では、水際取締りの

強化に関する規定が新設、2017 年改正では、新規性･進歩性の喪失の例外に関し、出

願人の行為に起因する公開、及び出願人の意に反した公開のいずれにも適用するよう

に拡大されるとともに、特許出願及び実用新案登録出願に対するグレースピリオドが

「公開日から 6 ヶ月」から「公開日から 12 ヶ月」に延長された改正法が施行された

（ただし、意匠は、従来の 6 ヶ月のままである。）。これに合わせ審査基準の改定も行

われている。このように、知的財産局（中国語名：智慧財産局、日本の特許庁に相当

する。）では時機に応じた法改正・制度改正を積極的に推進している。本報告では、

2017 年 5 月 1 日に施行された現行専利法に基づいて解説を行う。 

 

加えて、権利者が所有する意匠権等の権利行使する際には、専利法の他、権利範囲

に入っているか否かを判断する指針である「専利侵害判断要点」の理解が重要である

台湾では当該要点について、数回の公聴会を経て、2016 年 2 月 15 日に公布した2。 

「専利侵害判断要点」は、「第一編 特許権、実用新案権の侵害判断」及び「第二編

意匠権侵害の判断」からなる。米国 2008 年 Egyptian Goddess 事件における「通常観察

者のテスト」を参考にし、以前の侵害鑑定フローにおける「外観が同一又は類似する

か」及び「新規特徴を含むか」の 2 つのステップからなる意匠類否の判断から、「新

規特徴を含むか」の判断ステップが排除され、意匠類否の判断は「外観が同一又は類

似するか」の 1 つのステップとなった（ただし、最初に意匠権の権利範囲を確定する

際に、意匠の新規特徴が考慮される）。また、2013 年の法改正により導入された部分

意匠、画像意匠、関連意匠及び組物意匠等の新しい意匠制度に関する侵害判断の要点

も、新たに盛り込まれている。この鑑定フローにより、一般的には、意匠権が及ぶ類

似範囲はより広くなり、意匠権利者にとっては、意匠権による保護が一層強まったも

のと考えられている。 

 

本報告書では、これら法改正・制度改正の最新の状況を踏まえた、権利化の実務、

自社製品に類似する他社製品を発見したり警告を受けたりした場合の対処、第三者に

よる侵害を発見した場合の対処等の実務を、具体的な事例を交えて解説した。 

                                                   
2「専利侵害判断要点」は、https://www.tipo.gov.tw/ct.asp?xItem=597615&CtNode=7768&mp=1 からダ

ウンロードできる。 
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二 保 の

 
 

匠保 が重要 ある理由 

 
 

商品の開発・製造から販売の段階まで、消費者の購買意欲を促したり、商品の品質

や独創性を強調するために、商品自体又は商品の包装容器（例えば、飲料やのど飴な

どの包装容器）に対して、オリジナルで独特性又は美感をもたらすような形状、模様

又は色彩からなるデザインが施される場合が多い。商品又は商品の包装容器のデザイ

ンは、例えばコップや筆記具、家具など、自社と他社の商品の機能が顕著に異ならな

い場合、特に商品の注目度及び売れ行きに影響する可能性が大きい。商品の機能に大

差がない場合、消費者は選択する際に、オリジナルで新規なデザインが施された商品

又は商品の包装容器の外観がもたらす独特性又は美感により目を引かれて、購買意欲

を喚起することが多い。これにより、商品の売れ行きが好調となり、ひいては、当該

商品及び企業の売上げと知名度の向上にも貢献する可能性がある。このように、商品

は機能のみではなく、外観に対するデザインの面からでも商品価値とブランド力の向

上につながり、販売量と売上げに貢献できる。 

 

日本は、経済産業省がデザインで産業競争力を高める総合対策を打ち出し、デザイ

ン振興を進める国家戦略の制定に力を入れてきた。2018 年に、経済産業省と特許庁は、

企業のブランド力とイノベーション力を向上させるためにデザインを活用する提言

をまとめた「デザイン経営」宣言を公表し、「事業戦略構築の最上流からデザインが

関与すること」や「経営チームにデザイン責任者がいること」等を必要条件とし、デ

ザインの定義を再構築し、デザインの対象を見直し、技術革新やブランド力の向上に

つながるよう努めている。また、台湾でも、2009 年 5 月 14 日に、台湾の行政院（日

本の内閣に相当）が「文化創意産業」を「六大新興産業」の重要産業の１つとして挙

げ、設計や工芸品、デジタルコンテンツ等の創作を産業として重視し始めた。それ以

降、台湾当局は、近年の重要政策として、デザイン産業の発展に力を入れている。2017

年 2 月 2 日に、台湾行政院は、2017 年から 2020 年までの四ヵ年計画として「国家発

展計画」を提出し、その中でも、「文化創意産業創出」は引き続き重点産業の１つと

されており、デザイン創出により商品価値の向上と産業の活性化を図ろうとしている。 
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このような背景の下、創出されたデザインに係わる知的財産権を保護するために、

意匠権の取得はますます重要な権利保護手段の一つとなりつつあると思われる。 

 

また、商品自体又は商品の包装容器に施されたデザインは、商品自体の機能・効果

を発揮させるために注ぎ込まれた技術的構成や方法と異なり、多くの場合は商品の外

部の外観から直ちにそのオリジナルなデザインを確認することができる。また、成形

技術や 3D プリント技術の進化により、商品自体の外形又は包装容器は一般的に容易

に再現できるようになりつつあるため、商品自体又は商品の包装容器に施されたデザ

インは、他人による同一又は類似するものの実施を排除できなければ、直ちに真似さ

れてしまうおそれがある。このデザインに係わる知的財産権を保護するために設けら

れた意匠制度により、自社の商品自体又は商品の包装容器に施されたデザインを十分

かつ適切に保護することが重要である。 

 

 

広さ  

 

商品自体の機能や構造等の技術構成や方法は特許により保護されるが、機能や構造

上技術性がないデザインは特許の保護対象ではなく、取得した意匠権により保護を受

ける。逆に言えば、商品自体の機能や構造等の技術に新規な技術がなくても、外観の

デザインが斬新なものであれば、意匠権を取得し、保護を受けることが可能である。 

 

上記のように、機能や構造上技術性がないデザインは、特許の保護対象ではないの

で、特許保護の対象とはならない。しかし、意匠出願される意匠の形態は、意匠出願

の図面に記載されたデザインで決まる。意匠権の権利範囲は、同一の意匠のみでなく、

類似する意匠にも及ぶが、類似する範囲はそれほど広められるものではなく、その権

利範囲は文字の記載により構成される特許・実用新案の権利範囲と比べ、一般的には

より狭いものとなる。そのため、意匠権の図面に開示された外観の形、模様又は色彩

の一部を、第三者がある程度設計変更すれば、その意匠権が及ばなくなり、結局保護

できない可能性もある。 

 

このようなことを想定し、商品自体又は商品の包装容器の全体について意匠出願す

るよりも、創作のポイントとなる特徴的な要部を部分意匠として出願することが可能

か否かを検討してみることが好ましい。台湾では、2013 年 1 月 1 日に施行された改正

法に、部分意匠制度がついに導入され、物品の一部に係る外形、模様又は色彩につい

て特徴的なデザインが施された場合は、当該部分に係わる外形、模様又は色彩を部分
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意匠として出願して、保護を受けることが可能となった。この部分意匠制度を利用す

れば、意匠権の権利範囲を拡大することができる。たとえば、第三者が、部分意匠と

して意匠登録を受けた部分以外の箇所をある程度変更して意匠物品を実施したとし

ても、部分意匠として意匠登録を受けた部分が同一又は類似していれば、意匠権の権

利範囲は当該変更された物品に及ぶ。 

 

また、上記意匠権の権利範囲が特許出願の権利範囲よりも制限される可能性がある

というデメリットに関しては、出願される予定の意匠がそのデザインにより何らかの

技術上の課題を解決し、効果を生じさせる可能性があるかを検討し、可能性がある場

合は、意匠出願の代わりに、又は意匠出願と同時に、技術性を有する発明又は実用新

案としての明細書を作成し、特許出願又は実用新案登録出願することも考えられる。

例えば、断面を六角形にした鉛筆の新規な外形を、「断面が多角形の鉛筆であり、それ

により鉛筆が転がり落ちない効果を発揮する」というような発明の内容に書き換えて、

発明として特許出願することがその例である。その他、テレビのスタンドや自転車の

車体フレームなどの外形に関する意匠の場合、その意匠の新規で独特な外形により、

例えば支持強度の向上や、持ち上げて移動する際の持ちやすさの向上などの効果が生

じると言えるか否かを検討し、生じると言える場合は、新規で独特な外形を発明の特

徴的内容に書き換えて、その課題及び効果を記載し、発明として特許出願することも

可能である。これにより、より広い権利範囲を期待することができる。ただし、意匠

の創作の多くは、技術上の課題を解決するために創作されたものではなく、また、意

匠の新規で独特な外形により技術上の効果があるか否かの検討は、知的財産実務関連

の知識が必要となり、意匠のデザイナーだけでは難しいので、無理やりに意匠による

効果を発掘して特許出願する方法を利用するのは簡単でないのが現実である。一般的

には、法務・知財スタッフを持つ企業が、意匠が施された物品がより重要で技術的内

容が多く関連している創作の出願態様の検討に、オプションとして選択される方法で

ある。 

 

 

匠 利  

 

一般的に、意匠出願は、特許出願に比べて早期の権利化が可能である。特許出願は、

特許審査ハイウェイの利用がない場合、実体審査を請求してから、一般的には 12～24

ヶ月の実体審査期間を要する。一方、意匠出願の場合は、出願書類が揃ってから 4～

6 ヶ月で登録することが可能であるので、短い時間で取得可能である。 
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また、意匠は、特許、実用新案と異なり、技術的な内容に関する判断を必要とせず、

外観から同一又は類似であるか否かを直ちに初歩的に判断できるため、被疑侵害品と

の類似度が高い場合、税関に対して水際取締りを要請するとき、又は裁判所に対して

証拠保全を申立てるとき、税関の役人又は裁判官は、より容易かつ早く判断すること

ができるので、一般的には侵害の可能性のあるコピー品を取り締りやすく、証拠保全

が認められやすい。 

 

 

三 台 匠出 件 現況 

 

下記図 1 と図 2 は、台湾の知的財産局が発行した 2017 年の「アニュアルレポート」

3より抜粋した台湾での意匠出願件数を示すグラフである。図 1 のとおり、台湾では、

年間約 8000 件以上の意匠が出願されている。その内訳を見ると、台湾居住者による

意匠登録出願は 5 割強を占めているが、過去 4 年間は減少気味にある。一方、外国居

住者による意匠登録出願は 4 割強を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
3「知的財産局のアニュアルレポート」は

https://www.tipo.gov.tw/ct.asp?xItem=483190&ctNode=6950&mp=1 からダウンロードできる。 
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図 1（知的財産局の 2017 年のアニュアルレポートより） 

 

また、図 2 のとおり、外国居住者による意匠登録出願件数については、日本企業が

最も多く、2 位の米国企業よりも 4 割ほど多い。 

 

図 2（知的財産局 2017 年アニュアルレポートより） 
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開前に と 介

 

 

台湾で事業を展開する前に実施しておくべき事項は、意匠に関して言えば、他人の

意匠権に対する権利侵害の有無の確認、実施予定商品に係わる意匠権の確保、及び実

施予定製品を実施している先使用権の証明書類の保存などが考えられる。 

 

 
に 権

 

台湾での実施予定商品に施されているデザインが第三者によって台湾で意匠とし

て登録されているか否か確信がない場合は、台湾での実施前に台湾の登録意匠調査を

行い、実施予定商品と同一又は類似する有効な意匠権が存在しているか否か、当該意

匠権に抵触するか否かを確認する必要がある。調査方法の詳細については、第四章の

「第一節 出願前の調査と対処」を参照のこと。 

 

また、第三章の「第四節 意匠権と商標権の関係」における説明のように、立体商

標の要件を満たしていれば、意匠物品（例えば、容器や、キャラクター、建築物など）

は、立体商標として出願し、商標権として登録されることが可能である。また、第七

章の「第五節 未登録の意匠はどのように保護できるか（商標権法、著作権法、公平

取引法、営業秘密法）」の「一．商標権法による意匠の保護」における説明のように、

意匠物品に施されている模様も、商標として出願し、商標権として登録されることが

可能である。したがって、意匠のみでなく、商標に関しても、台湾での実施予定商品

に施されているデザインが第三者によって台湾で商標として登録されているか否か

確信がない場合は、実施前に台湾の登録商標調査を行い、商標権に抵触するか否かを

確認する必要がある。 

登録意匠を調査することにより、実施予定の製品と類似する有効な意匠権が存在

した場合は、当該意匠権に抵触するか否かを慎重に検討する必要がある。意匠権侵

害の有無を判断するにあたっては、台湾の知的財産局が 2016 年 2 月 15 日に公布し

た「専利侵害判断要点」の「第二編 意匠権侵害の判断」に解説されている要点に

従って、抵触する可能性があるか否かについて判断することができる。これについ

ては、本報告の「第六章 意匠権侵害の判断について」において、詳細に説明す

る。 
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仮に、先行登録意匠調査の結果、他人の意匠権を侵害する可能性が高いと判断し

た場合、主に次の 4 つの方法で対応することが考えられる。 

 

① 意匠権に対して無効審判を請求する 

侵害する恐れのある登録意匠を無効にすることができるかを検討する。侵害する恐

れのある登録意匠に関し、類似する公知意匠又は登録意匠が存在するかを確認・調

査し、存在すれば、それを無効証拠として無効審判を請求することができる。これ

については、本報告の「第五章 第三者が所有する同一又は類似の意匠権を発見し

た場合の対応」の「第一節 無効審判」において、具体的に説明する。 

 

② 設計変更 

侵害する恐れのある登録意匠を無効にする証拠資料がない場合は、侵害する恐れの

ないように、実施予定の製品の全体又は一部の形状、模様、色彩のデザインを変更

し、当該登録意匠への侵害を回避することを検討することが考えられる。また、ど

のようにデザインを変更すれば、侵害する恐れが無くなるのかについては、「第六

章 意匠権侵害の判断について」の説明をご参照いただきたい。 

 

③ 権利者との交渉（実施同意書の発行、ライセンス交渉、意匠権の譲渡） 

侵害する恐れのある登録意匠を無効にする証拠資料がなく、また、実施予定の製

品に対し設計変更を行うことも困難であるが、それでも設備投資などの理由で、

できれば実施したい場合は、権利者と交渉し、実施の許諾を受ける、又は意匠権の

譲渡を受けることが必要となってくる。権利者との交渉に関する具体的な内容は、

本報告の「第五章 第三者が所有する同一又は類似の意匠権を発見した場合の対

応」の「第二節 権利者との交渉」の説明をご参照いただきたい。 

 

④ 実施予定の商品の台湾での販売を中止する 

上記①～③の方法のいずれも採用することができない場合は、意匠権侵害として提

訴されるリスクを回避するため、やむを得ず台湾での販売計画を中止することを検

討するしかない。 

 

 
に係

 

意匠は、特許、実用新案、商標などの登録制知的財産権と同様に属地主義を採っ

ているので、日本や欧州共同体など、台湾以外の地域で意匠権を取得していても、
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台湾で実施する場合は、域外で取得した意匠権により保護することができないた

め、台湾でも、意匠登録出願して審査を受けた上で、意匠権を取得する必要があ

る。なお、台湾では、出願された意匠に対して実体審査が行われる。「第三章 台湾

における意匠の登録要件」で説明する新規性と創作性の要件を満たせば、意匠権を

取得できる。意匠権は特許権と同様に排他権であるので、意匠権を取得することに

より、第三者による同一又は類似の意匠物品の実施を排除することができるととも

に、第三者が同一又は類似の意匠をもって意匠権を取得したことにより、自社の実

施ができなくなるという状況を避けることができる。 

 

台湾での意匠登録出願の関連手続きについては、「第四章 意匠出願から登録ま

で」において説明する。 

 

台湾でも意匠に関しては絶対新規性と絶対創作性、つまり世界公知の基準が採用

されているので、類似する先行意匠が存在するか否かを確認しようとすると、世界

各国の登録意匠、少なくとも主要国の登録意匠を調査しなければならず、かなりの

コストと時間を必要とする。したがって、調査せずに出願し、出願前の類似する登

録意匠の有無は、知的財産局の審査官による実体審査に委ねる考え方もある。 

 

 
に 先使用

 
商標権や著作権と同様に、専利権は、専利法という法律により与えられた排他的

知的財産権であり、発明や創作が定められている要件を満たしていれば、専利の出

願人に所定期間合法的な排他的権利が与えられる。しかし、権利者の合法的な権利

のみでなく、社会の技術使用者及び公衆の利益も同時に考慮し、商業上と技術開発

上の秩序を維持する必要があるため、この排他権の権利範囲が及ばない実施形態も

同時に専利法において定められており、これらの実施態様に該当する特定の行為を

他人が行う場合は、容認しなければならない4。台湾の専利法では、第 59 条におい

て、専利権の効力が及ばない実施形態が規定されている。また、意匠に関しても、

専利法第 142 条に、専利法第 59 条の規定を準用することが規定されている。 

 
【専利法】 
第 59 条 特許権の効力は、次の各号の事項には及ばない。 

                                                   
4台湾知的財産局、專利法逐条釈義 2014 年 9 月版、p.188～p.200 
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1. 商業目的ではない未公開の行為。 
2. 研究又は実験を目的として発明を実施するのに必要な行為。 
3. 出願前に、既に国内で実施していたもの、又は必要な準備を既

に完了していたもの。ただし、特許出願人から、その発明を知

ってから 12 ヶ月未満で、ならびに特許出願人がその特許権を

留保する旨の申し出をした場合は、この限りでない。5 
4. 単に国境を通過するにすぎない交通手段又はその装置。 
5. 特許出願権者ではない者が受けた特許権が、特許権者による無

効審判請求のために取り消された場合、その実施権者が無効審

判請求前に善意で国内で実施していたもの、又はその必要な準

備を既に完了していたもの。 
6. 特許権者が製造した又は特許権者の同意を得て製造した特許物

品が販売された後、当該物を使用する又は再販売する行為。前

記の製造、販売行為は国内に限らない。  
7. 特許権が第 70 条第 1 項第 3 号の規定により消滅後、特許権者

が第 70 条第 2 項により特許権の効力を回復し、ならびに、その

旨公告される前に、善意で実施していたもの、又は必要な準備

を既に完了していたもの。 

 前項第 3 号、第 5 号及び第 7 号の実施者は、その原事業目的範囲内

においてのみ継続して利用することができる。 

 第 1 項第 5 号の実施権者は、当該特許権が無効審判により取り消さ

れた後も、依然として実施を継続する場合、特許権者による書面通

知を受領した日から、特許権者に合理的な特許権使用料を支払わな

ければならない。 

 

上記専利法第 59 条に規定されている、専利権の効力の及ばない実施形態のうち、

企業の台湾における商業上の実施と最も関係するのは、第 1 項第 3 号の実施態様、

つまり、他人の専利権の出願前の「先使用」である。他人が当該専利権に係わる発

明や創作を出願する前に、既に同一又は類似の技術やデザインを使用している場

合、この「先使用」により、当該専利権の効力が及ばない「先使用権」を主張する

ことが可能である。 

 

                                                   
5 グレースピリオド期間に知った発明に関しては先使用権を認めない旨の規定。2018 年時点で意匠は

グレースピリオドが 6 ヶ月であることに伴い、当該期間も 6 ヶ月であることに注意（専利法第 142

条、本報告書第三章第一節、第三節参照）。 
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特許出願や意匠登録出願により特許権や意匠権を得て、実施予定商品を排他的に

実施できる権利を確保することができる。しかし、その一方で、特許出願の公開や

意匠公告により、特許や意匠の内容が公に公開されるため、他人が模倣したり変更

したりして実施することが可能となり、模倣品が台湾内や海外の市場に出回ってし

まう可能性が生じてきたり、又は、定められた 20 年の特許権権利期間や 12 年の意

匠権の権利期間が十分な長さではなく、自社の貴重な発明又はデザインなどを有効

に利用できる長さではないと考えられる場合がある。上記のような欠点は、出願さ

れた技術的内容又はデザインの内容が公開されてしまう特許出願や意匠登録出願制

度を利用せず、営業秘密として他人に知られないままにしておいて製品を実施すれ

ば、解消することが可能である。ただし、現行の専利法第 121 条 1 項の規定のとお

り、意匠権は「物品」の外観に係わるデザインを保護する権利であるので、製品の

外観に施された外形・模様・色彩のデザインは、常に製品の外観に表される。市場

に流通する予定の商品であれば、競合他社又は模倣者は、そのデザインを隅から隅

まで確認して把握することができるため、一般的には、営業秘密にしておくのは非

常に困難である。このような場合は、自社のデザインに係わる知的財産権は営業秘

密にしておくよりも、台湾でも積極的に意匠登録出願すべきだと思われる。 

 

ちなみに、台湾の専利法には、まだ「秘密意匠制度」が導入されていないため、

日本のように、意匠登録された後、意匠登録の日から最長 3 年の間、意匠登録の内

容を秘密にすることができない。ただし、日本基礎出願から 6 ヶ月の優先期間と台

湾での公開延期請求制度などを利用することにより、日本の意匠登録出願の出願日

から 24～27 ヶ月後まで、意匠が公開されないようにすることが可能である。詳細

は、第四章の「第九節 意匠公告を遅らせる（秘密にする）方法」において説明す

る。 

 

仮に、出願せずに営業秘密にして実施していく場合でも、自身が出願しないから

といって、他人が同一又は類似する技術的内容又はデザイン創作を完成し、それを

もって知的財産局に出願しないとも限らない。万が一、将来、他人が同一又は類似

する技術的内容又はデザイン創作をもって知的財産局に出願した場合、それを実施

した自社の製品又は製造技術が他人の権利を侵害したと訴えられる可能性が生じて

しまう。 

 

上記のような企業の経営戦略を満たすため、台湾でも世界の主要国と同様に、上

記専利法第 59 条 1 項 3 号に規定の要件を満たした技術的内容又はデザイン創作の実

施であれば、当該技術的内容又はデザイン創作に「先使用権」が発生する。これに
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より、たとえ後日、他人が同一又は類似する技術的内容又はデザイン創作をもって

特許権や意匠権を取得したとしても、その権利範囲は自社の「先使用権」が発生し

た製品又は製造技術に及ばないと主張することが可能である。 

 
台湾の専利法に規定されている先使用権に関する詳細な説明と判決の紹介に関し

ては、日本台湾交流協会が 2014 年 3 月に発行した「台湾における先使用権と公証制

度、中国出願との差異を事例としての台湾出願のポイント （2014 年 3 月、公益財

団法人 交流協会）」の「A. 台湾における先使用権と公証制度」にて詳細を紹介し

ている。ここでは、当該先使用権の報告から、先使用権の要件、先使用権の制限、

先使用権に関する証拠書類の証明力を抜粋して、以下に記す。 
 
 
1  
 
(1) に に実 又 に 了してい

い 
 

上記専利法第 59 条に照らせば、先使用権を主張しようする場合、係争専利の出願

前に既に台湾内で実施していた又は必要な準備を完了していた必要がある。 

 

出願日前に「既に実施していた」という要件に関しては、製品販売に関する署名

済みの契約書、製品サンプル、買い手又は製造委託業者の法廷での証言、宣誓書、

領収書、雑誌、定期刊行物、著作権証書、損益計算書、注文書、設計図、写真サン

プル、製品カタログ、帳簿、当局認証又は品質検査の申請に係る申請資料見本及び

品質証明書、貿易雑誌の広告などの資料を提出してこれを証明することができる。 

 

一方、「必要な準備」について、法条には明文で規定されていない。台湾の知的

財産局が 2004 年 10 月に作成した「専利侵害鑑定要点」には「『必要な準備が完了

していた』とは、同様な物品の製造又は同様な方法の使用のために国内で必要な準

備を既に完了していたことをいう。必要な準備とは、客観的に認定できる事実であ

り、たとえば、相当な投資をしたこと、発明の設計図を完成したこと、或いは、発

明を製造する設備若しくは金型を製造又は購入したことなどである。主観的に発明

の実施準備をしたこと、また、実施用の装置を購入するために銀行に借金すること

だけでは、必要な準備が既に完了していたとは言えない」と解説されており、「客

観的に認定できる事実」が必要とされている。実務では、企業においては上記に掲

げられた全ての客観的な事実の行為を完了しなくてもよく、そのうちの 1 以上の客
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観的に認定できる事実の行為が完了していれば、先使用権を主張することが可能で

ある。関連し合う複数の客観的に認定できる事実の行為を証明できる証拠を備えて

おくことがより好ましい。 

 

前記「専利侵害鑑定要点」は 2004 年版のもので 2013 年改正された現行の専利法

施行前に定められたものであるが、現行の専利法にも先使用権については依然とし

て「必要な準備」という条件制限があり、また、2016 年に改訂された「専利侵害判

断要点」にはこれに関する解説がないので、当該要点の解説は、「必要な準備」の

定義を解釈する際に依然として参考にすることができる。 

 

実務上、「必要な準備を完了」は、技術上の準備、生産上の準備及びサンプル試

作の完了の 3 段階に分けて定義することができる。「技術上の準備」を証明するた

めに、製品規格書、新製品設計書などを証拠として保存することができる。「生産

上の準備」を証明するために、当該製品の生産に必要な各種機器設備、専用の機具

又はモジュールの準備又は購入などの事実に関する資料を証拠として保存すること

ができる。また、「サンプル試作の完了」の証明資料としては、サンプルが試験を

通過し、使用及び製品規格書の要求を満たした資料等を証拠として保存することが

できる。 

 

 
(2) 用 台 の先  

 

専利権は属地主義の原則であるため、保護を求める国の主務官庁に対し、それぞ

れ出願しなければならず、審査を経たうえで特許権・意匠権が与えられる。したが

って、多国籍企業の外国の本社又は支社が、他人の特許権・意匠権の出願前に、外

国で専利権に係る技術・創作と同じ内容を実施していたが、台湾で実施していなか

った場合、台湾で先使用権を主張することはできない。たとえば、日本の企業が日

本である装置を発明したが、該装置の技術・デザイン内容について台湾では特許又

は意匠を出願せずに営業秘密で保護し、かつ日本で製造及び販売を行った場合、も

しその後台湾における第三者が同一又は類似の装置・物品を創作し、台湾で特許や

意匠登録を出願したのであれば、当該日本企業が当該技術・デザインの内容を創作

して実施していた時期が当該台湾の第三者より早くても、その先使用の行為はいず

れも台湾内でなく、日本国内にあるため、先使用の行為は日本でしか生じず、台湾

で先使用権を主張することができない。当該日本企業の台湾支社又は台湾子会社が

台湾で当該技術・デザインを先に使用していたのでなければ、先使用の行為は日本
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でしか生じていないため、台湾の支社又は子会社も先使用権の抗弁を行うことはで

きない。 

 

 
2  

用 原 して 用  

 

改正前の特許法第 57 条6の規定によれば、先使用者は原事業内でのみ先使用権を主

張することができるが、「原事業」の定義については見解が分かれていた。一部の説で

は、その先使用権の範囲は特許出願日前の原事業規模を超えてはならず、かつ他人に

実施許諾して使用させることはできないと主張し、また、一部の説では、原生産経営

範囲内でさえあれば、実施規模を拡大することができると解釈することができると主

張していた7。 

 

2013 年 1 月 1 日付施行の現行専利法では第 59 条 1 項 3 号を「その『原事業内』で

継続して使用する場合に限られる」から、「その『原事業目的範囲内』においてのみ継

続して利用することができる」と改正した。解釈上、改正後の文言はより明確になり、

明らかにより緩やかなものとなっている。したがって、先使用者は原事業目的範囲内

であれば、生産規模を拡大しても、先使用権を主張することができると解釈される。 
 
 
3 用 に 力 

                                                   
6 （旧）専利法第 57 条「特許権の効力は、次の各号の事項には及ばない。 

1．研究、授業又は試験のためにその発明を実施し、非営利の行為である場合。 
2．出願前、既に国内で使用されていたもの、又はその必要な準備を完了していたもの。但し、出

願前 6 ヶ月以内に特許を受ける権利を有する者によってその製造方法を知らされ、かつ特許を

受ける権利を有する者がその特許権を留保する旨の声明をした場合は、この限りでない。 
3．出願前、既に国内に存在した物品。 
4．単に国境を通過するにすぎない交通手段又はその装置。 
5．特許を受ける権利を有する者ではない者が受けた特許権が、特許権者による無効審判請求のた

めに無効になった場合、その実施権者が無効審判請求前に善意により国内で実施していたも

の、又はその必要な準備を既に完了していたもの。               
6．特許権者が製造した又は特許権者の同意を得て製造した特許物品が販売された後、当該物品を

使用する又は再販売する行為。前記の製造、販売行為は国内に限らない。 
前項第 2 号及び第 5 号の使用者は、その原事業内で継続して使用する場合に限られる。又前項

第 6 号における販売できる区域は、裁判所が事実に基づいて認定する」。 
7白杰立、「専利侵権之先使用権抗辯研析—台美日制度之比較」（「特許権侵害における先使用権の抗

弁に関する研究と分析—台湾、米国、日本における制度の比較」）の、智慧財産権月刊第 174 期、

2013 年 6 月、p.61〜62。 

- 18 -



 

 

 

裁判において、裁判官が論理法則に基づいて自由心証によって判断を行う。提出さ

れた証拠又は自らの調査で入手した証拠の証拠内容と要証事実との関連性の有無、証

拠内容では要証事実を確かに証明できるかは、証拠の「証明力」が係わっている。一

方、証拠の証明力には程度の概念で、大小・強弱の差があり、証拠能力を有する複数

の証拠では、それぞれの信憑性により証明力が強いものもあれば、証明力が弱いもの

もある。一般的にいうと、公正証書の証明力が最も強く、その次に鑑定機関等による

認証文書であり、また、その他の公証と認証を経ていないが合法的な手段で取得され

た書類の証明力は比較的弱い。 

 

専利権を巡る紛争において先使用権が主張され、かつ裁判所により審理された事件

を見ると、企業が内部で保管している書類（例えば、設計図、出荷リスト等）、又は合

法的な手段で取得された書類（通関申告書、領収書等）でも証明力のある証拠として

考慮されているが、企業にとって特に重要な技術・創作に係わる先使用権の証拠書類

は、できれば、公証人に公正証書を作成してもらうことが望ましい。 

 

また、工場で使用されている方法等、書面に記載することが難しい技術･創作を先

使用権の証拠として確保したい場合は、公証人に工場に来てもらい、公証人が、自ら

接触し、実際に体験し、その体験を撮影したものを光ディスクに保存し、当該光ディ

スクについて公正証書を作成することができる。これに基づいて作成された公正証書

は、証拠能力（形式的証拠能力）を有し、さらに当該法律行為の作成又は当該事実の

存在を証明できる実質的証拠力を具え、訴訟においてより高い証明力がある。 

 

上記のように、万が一、将来、自社製品と同一又は類似する技術的内容又はデザイ

ン創作について他人に専利権を取得されたときに備え、自社製品に「先使用権」があ

ることを証明できる資料などを常に計画的かつ周到に保存しておくように心掛ける

必要がある。例えば、ある時点での自社製品又は製造技術に関する設計図や、開発資

料、稟議書などの書類を日付が明確に分かるようにして製品別に保管しておく。更に、

証明書類の証明力をより高めるため、公証人に公正証書を作成してもらっておく。台

湾ではこれまで、専利権を巡る紛争において先使用権が主張され、かつ裁判所により

審理された事件は約 30 件しかなく、そのうち、意匠に関する事件は 3 件のみである。

当該 3 件の事例については、「第七章 第三者による意匠権の侵害について」の「第

三節 意匠権の拘束を受けない場合（先使用権など）」において紹介する。 
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第 に ける 匠の 録 件

 

台 意匠制度

 

第一章で触れたように、台湾では、特許権（中国語名：「発明専利」又は「発明専利

権」）、実用新案権（中国語名：「新型専利」又は「新型専利権」）、意匠権（中国語名：

「設計専利」又は「設計専利権」）の権利取得や権利維持、実施などの諸規定を定める

法律として、「専利法」という一つの法律が設けられている。つまり、台湾において

「専利」というときは、特許のみではなく、実用新案及び意匠も含まれているので、

台湾の専利法は、特許、実用新案及び意匠に関する諸規定をまとめて定めたものであ

り、日本の特許法、実用新案法及び意匠法に相当するものである。ちなみに、中国の

専利法もこれに類似し、日本の特許法、実用新案法及び意匠法に相当する。 

 

現行の台湾の専利法には 159 条あるが、そのうちの第 121 条から第 142 条までの

「第四章 意匠登録」は、意匠登録に関する条文である。また、「第二章 特許」の

特許に関連する法令の部分において定められた優先権主張に関する第 28 条や、特許

権の効力の及ばない事項に関する第 59 条、損害賠償請求に関する第 96 条等の計 47

条の規定又は条文の一部の規定は、142 条に規定されているように、意匠登録に準用

する。 
 
 
【専利法】 

第 142 条 第 28 条、第 29 条、第 34 条第 3 項、第 4 項、第 35 条、第 36
条、第 42 条、第 43 条第 1 項から第 3 項、第 44 条第 3 項、第

45 条、第 46 条第 2 項、第 47 条、第 48 条、第 50 条、第 52 条

第 1 項、第 2 項、第 4 項、第 58 条第 2 項、第 59 条、第 62 条

から第 65 条、第 68 条、第 70 条、第 72 条、第 73 条第 1 項、

第 3 項、第 4 項、第 74 条から第 78 条、第 79 条第 1 項、第 80
条から第 82 条、第 84 条から第 86 条、第 92 条から第 98 条、

第 100 条から第 103 条の規定は、意匠登録に準用する。 

  第 28 条第 1 項が定める期間は、意匠登録出願においては 6 ヶ

月とする。 

 第 29 条第 2 項及び第 4 項が定める期間は、意匠登録出願に

おいては 10 ヶ月とする。 
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 第 59 条第 1 項第 3 号但書が定める期間は、意匠登録出願に

おいては 6 ヶ月間とする。 

 

現行の台湾の専利法には、物品の全体の外観について出願する通常の意匠制度のほ

か、次の意匠制度も設けられている。 

 

分 匠 度 

意匠登録を受けることができる対象に関し、2013 年 1 月 1 日以前では、旧専利法第

109 条において「意匠とは、物品の形状、模様、色彩又はこれらの結合であって、視

覚に訴える創作を指す」と定められており、物品の全体のみに関して意匠登録出願が

可能とされていた。その後は、日米欧などの主要国の実務を参考に、2013 年 1 月 1 日

施行の専利法では、部分意匠制度を導入するため、当該条文が現行の専利法第 121 条

1 項の「意匠とは、物品の全部又は一部の形状、模様、色彩又はこれらの結合であっ

て、視覚に訴える創作を指す」に改正された。この改正により、物品全体の意匠に関

してのみでなく、物品の一部の意匠に関してもその形状、模様、色彩又はこれらの結

合からなる視覚に訴える創作の出願、即ち「部分意匠登録出願」を行うことが可能と

なった。したがって、出願人は部分意匠制度を利用することにより、保護範囲のより

広い意匠権を取得することができるようになった。 

 
【専利法】 
第 121 条 意匠とは、物品の全部又は一部の形状、模様、色彩又はこれらの

結合であって、視覚に訴える創作を指す。 

物品に応用するためのコンピューターアイコン（icons）及び図形

化利用者インターフェイス（GUI）も、本法により意匠登録を出

願することができる。 

 

 

匠 度 

 
電子的表示を用いる消費者向け電子製品や、コンピュータ、通信機器などの製造能

力と利用の普及性が高まりつつあり、アイコン（Icons）又はグラフィカルユーザイン

タフェース（Graphical User Interface、GUI）は、これらの製品の使用と操作に密接に

関連する。このような産業と社会の現状に応じ、台湾内の産業政策の調整及び国際的

な意匠保護の傾向との調和を図るとともに、自由競争を追及するため、日米欧等の主

要国の画像意匠制度を参考にしたうえで、2013年1月1日より施行された改正法におい
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て、画像（ICON、GUI）意匠を保護する画像意匠制度が導入された。2013年1月1日施

行の改正専利法では、上記旧専利法第109条にはなかった「物品に応用するためのコ

ンピューターアイコン（icons）及び図形化利用者インターフェイス（Graphical User 
Interface, GUI）も、本法により意匠登録を出願することができる」との規定が現行の

上記専利法第121条2項に追加された。この改正により、従来では、実体がなく、意匠

登録出願の対象に該当しないとされていたコンピューターアイコン（icons）及び図形

化利用者インターフェイス（GUI）に関する創作の出願、即ち「画像意匠登録出願」

を行うことが可能となった。 

 

 

三 関 度 

 
旧専利法第109条2項には「類似意匠とは、同一人がその所有する別の意匠に基づい

て創作したものであって、その構成が類似しているものを指す。」と規定されていた

が、2013年1月1日施行の改正専利法では、上記規定が削除されるとともに、第127条1
項「同一人が2以上の類似する意匠を有する場合、意匠登録及びその関連意匠登録を

出願することができる。」との規定が新設された。これにより、旧専利法の類似意匠

制度から、関連意匠制度へと変更された。類似意匠制度では、類似意匠が自分の権利

範囲を有さず、単に本意匠の権利範囲を確認するためのものにすぎない。それに対し、

関連意匠制度は、第137条の規定のとおり、単独で主張することができ 類似の範囲に

も及ぶ  

 
【専利法】 
第 127 条 同一人が 2 以上の類似する意匠を有する場合、意匠登録及びそ

の関連意匠登録を出願することができる。 

 関連意匠の出願日は、原意匠の出願日より早くてはならない。 

 関連意匠登録の出願は、原意匠登録の公告後に、これを行うこ

とはできない。 

 同一人が、原意匠と類似せず、関連意匠とのみ類似する意匠に

つき、関連意匠登録を出願することはできない。 

 

 
【専利法】 
第 137 条 関連意匠権は単独で主張することができ、かつ類似の範囲に及

ぶ。 

 

 

 

像（ CON、 UI）意匠を保護する画像意匠制度が導入された。2 13年1月1日施

の改正専利法では 記旧専利法第109条にはなかった 品に応用するためのコ

ピューター イコン ons） び図形化利用者イ ー ェイス aphical User 
terface  GUI） 法により意匠登録を出願することができる」 の規定が現行の

記専利法第121条2項に追加された。 の改正により、 来では 体がなく 匠

録出願の対象に該当しない されていたコンピューター イコン ons）及び図形

利用者イ ター ェイス UI）に関する創作の出願、 ち「画像意匠登録出願」

行うことが可能となった。 

 

 

 

 
専利法第109条2項には「 似意匠とは 一 がその所有する別の意匠に基づい

創作したものであって の構成が類似しているものを指す と規定されていた

、2 13年1月1日施行の改正専利法では 記規定が削除されるとともに、 127条1
「同一 が2以上の類似する意匠を有する場合、 匠登録及びその関連意匠登録を

願することができる。 の規定が新設された。 れにより、 専利法の類似意匠

度から、 連意匠制度へと変更された。 似意匠制度では 似意匠が自分の権利

囲を有さず、 に本意匠の権利範囲を確認するためのものにすぎない。それに対し

連意匠制度は 137条の規定のとおり、 独で主張することができ、 似の範囲に

及ぶ、。 

 
専利法】 

127 条 一 が 2 上の類似する意匠を有する場合、 匠登録及びそ

関連意匠登録を出願することができる。 

 連意匠の出願日は 意匠の出願日より早くてはならない。 

 連意匠登録の出願は 意匠登録の公告後に、 れを行うこ

はできない。 

 一 が、 意匠と類似せず、 連意匠とのみ類似する意匠に

き、 連意匠登録を出願することはできない。 

 

 
専利法】 

137 条 連意匠権は単独で主張することができ、 つ類似の範囲に及

。 
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四 組 匠 度 

 
台湾の意匠制度は、専利法第129条1項の規定により「一意匠一出願」が原則である。

つまり、意匠登録出願は、1つの意匠ごとに出願しなければならず、複数の意匠を1件
の出願で出願することはできない。 
 
但し、習慣上、複数の物品が組物として販売又は使用される場合、例えば、ティー

カップとティーポットからなるティーセットや、ナイフとフォークからなる食器セッ

トなどの場合は、同第129条2項の規定により、これらの複数の物品の意匠を1件の出

願で出願することが例外的にできる。但し、複数の物品が組物として1件の出願で出

願して意匠権を取得した場合、権利行使の際は、これらの複数の物品の全てにより対

比しなければならないため、意匠権の権利範囲が狭くなり、実務では、この組物意匠

制度を利用した出願は非常に少ない。 
 
 
【専利法】 
第 129 条 意匠登録出願は、1 つの意匠ごとに出願しなければならない。 

 2 以上の物品が、同一の類別に属し、かつ習慣上、組物として

販売又は使用する場合、1 意匠で出願することができる。 

 意匠登録出願は、その意匠を施す物品を指定しなければなら

ない。 
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ど 匠が登

 

 

上記専利法第 121 条 1 項の規定のとおり、意匠とは物品の全部又は一部の「形

状、模様、色彩又はこれらの結合」であって、「視覚に訴える創作」であり、つま

り、意匠権は「物品」の「外観」に係わる創作を保護する権利である。物を製造す

る技術的「方法」や物を構成する構造と部品などは意匠の保護対象とならない。 
 

に 用 れ  
 
上記専利法第121条1項の「物品の全部又は一部」の規定のとおり、意匠は物品に適

用されるものでなければならない。例えば、絵本や絵画などに印刷されたキャラクタ

ーや模様の絵、設計図などは物品に適用されるものではないことから、当該キャラク

ターや模様の絵、設計図をもって意匠登録出願をすることができない。 
 
それゆえ、意匠登録出願の際は、願書の所定の欄において、出願される意匠が適用

される物品を意匠の名称として記載しなければならない。また、専利法125条の規定

により、台湾で意匠登録出願する際、意匠図面のほか、意匠説明書も提出する必要が

ある。意匠説明書においては、「意匠の名称」（中国語名：「設計名稱」）、「物品の

用途」（中国語名：「物品用途」）、「意匠の説明」（中国語名：「設計説明」）の3つの

項目について、この順に記載しなければならない。ただし、「物品の用途」と「意匠

の説明」が、「意匠の名称」と図面から明白に表されている場合は、記載しなくても

よいが、実体審査で審査官から明確でないと指摘された場合、「物品の用途」又は「意

匠の説明」を補充する必要がある。 
 
例えば、下記の意匠登録 D193506は、意匠物品である「歯ブラシ」に係わる意匠が

出願されたものであるが、その意匠説明書には、「意匠の名称」の項目のみに「口腔

保健用具」と記載され、「物品の用途」及び「意匠の説明」の項目に関する記載が省

略されている。 
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意匠登録D193506の公告意匠説明書及びその斜視図 
 
 

、 匠は3 有 る有体

れ れば  
 
前記のとおり、3次元空間の形態を有さない画像（ICON、GUI）意匠は、2013年1月

1日より施行された現行の専利法第121条2項により、意匠登録出願が可能となった。

その他、意匠が適用された物品が3次元空間における実体の形状を有する有体物でな

い場合、外形や模様が同じになるようにその意匠を再現することができず、又は工業

的な方法により同一の物を繰り返し製造することができない可能性があるため、意匠

権の保護対象とならない。具体的には、以下の事情のいずれかに該当するものは、意

匠の定義に合致せず、意匠制度により保護されないものと認められる。 
 

1．粉粒体等の集合体で固定の形状がないもの。例えばチャーハン、粉薬など。た

だし、集合して固定形状を有する集合体、例えば、おにぎりや、ケーキ、角砂糖

などは含まれない。 
 

一方、一部の物品は、その材料の特性、機能の調整又は使用状態により、その形
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状又は模様が視覚上変化するもの、例えば折り畳み椅子や毛布などは、その全て

の変化がいずれも意匠の一部に属するので、全体として一つの意匠として出願

することができる。 
 

2．3次元空間の特定形態を有さないもの。例えば、一定形状のないガス、液体、又

は花火など。 
 
 

に 作  
 
意匠登録を受けようとする意匠は、視覚的訴求を通じた具体的な創作でなければな

らない。つまり、視覚により識別・確認することができる意匠でなければならない。

音、匂い又は触感など外観上の創作でないものは、意匠の保護対象ではない。また、

「視覚により識別・確認することができる」ものとは、「肉眼」により識別・確認でき

るものに限り「装置をもって観察する」微小物品を排除するわけではない。商取引上

の慣習で通常は装置をもって商品を観察して購入するか否かを検討するもの、例えば、

ダイヤモンドや発光ダイオードなどの微小物品である場合、同様に「視覚により識別・

確認することができる」ものと認められる。 
 
一方、視覚に訴えるものではなく、単純に機能により決められた意匠は、物品の機

能を実現する構造又は装置にすぎないため、意匠保護の対象とならない。また、機能

を考慮した意匠であるが、視覚的効果も備えるものは、特許又は実用新案と、意匠と

の両方の登録を受けることが可能である。 
 
 

に り意匠 と  
 

また、意匠が設計の定義を満たしていても、専利法第124条に定められているもの

は、意匠登録を受けることができない。 

 
第 124 条 次の各号のいずれかに該当するものは、意匠登録を受けるこ

とができない。 
1. 単に機能上不可欠な設計からなる物品造形。 
2. 単なる芸術的創作。 
3. 集積回路の回路配置及び電子回路の配置。 
4. 公序良俗、又は公衆衛生を害する物品。 
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1 不 欠 品 形 
 

物品に施された特徴がそれ自体又は他の物品の機能又は構造に合わせただけの

ものであれば、専利法第124条1項1号に規定されている「単に機能上不可欠な設計か

らなる物品造形」に該当する。例えば、ボルト及びナットのねじ山とねじ溝である。

これらの物品の形状は単に機能上の考慮により決まり、他方の物品に合わせて協働

して初めて各々の機能を実現できる。このような単に機能上不可欠な設計からなる

物品の形状は、意匠登録により保護される対象とはならない。 
 
ただし、モジュールシステムにおいて、物品を多種多様の組合せ又は接続ができ

るようにすることを目的とする物品の意匠、例えば、組み立てブロック、おもちゃ

セット、文房具セットなどは、上記専利法第124条1項1号に規定されている「単に機

能上不可欠な設計からなる物品造形」に該当しない。当該モジュールシステムにお

ける個々の組み立てパーツは、意匠登録出願の対象として審査される。例えば、下

記の意匠登録 D172264の「組み立てブロック」がそうである。 
 

 
意匠登録D172264「組み立てブロック」の意匠公報 
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2  
 

機械による製造か手作りによる製造かにかかわらず、製造工程により再現できる

物品であれば、意匠登録を受けることができる。しかし、製造工程により再現でき

ない絵画や彫刻であれば、単なる芸術的創作に該当し、産業上利用することができ

ないため、専利法により保護される対象とはならず、意匠登録を受けることができ

ない。ただし、単なる芸術的創作は、著作権により美術創作として保護することが

可能である。詳細は、本章「第五節 意匠権と著作権の関係 （キャラクター商品

を含む）」において説明する。 
 
 

3 及 配置 
 
集積回路の回路配置及び電子回路の配置は、機能的配置に属し、視覚に訴える創

作ではないので、意匠登録を受けることができない。なお、集積回路の回路配置は、

「集積回路回路配置保護法」により保護を求めることが可能である。 
 
 
4 俗 衆  
 
社会倫理、社会秩序を維持するため、それらに違反するもの、例えば、メール爆

弾や、覚せい剤の吸引器具等の物品に係わる創作は、意匠登録を受けることができ

ない。ただし、悪用される可能性があるとしても、社会倫理と社会秩序に違反しな

いもの、例えば開錠工具、遊技道具などは、法により定められた意匠登録を受ける

ことができないものに該当しない。 
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登 め

 
意匠が上記専利法第121条に規定の要件を満たし、かつ、専利法第124条により定め

られた意匠登録を受けることができないものに該当しなければ、意匠登録出願できる。

しかし、意匠登録出願できるとしても、意匠登録を受けるための一定の要件を満たし

て初めて社会に貢献できる意匠として認められ、意匠登録を受けることができる。意

匠登録を受けるための要件としては、「産業上の利用可能性」、「新規性」及び「創作

性」があり、専利法第122条により定められている8。 
 
【専利法】 
第 122 条 産業上利用することのできる意匠で、次の各号のいずれかの

事情に該当しなければ、本法により出願し、意匠登録を受ける

ことができる。 
1. 出願前に同一又は類似の意匠が既に刊行物に記載された

もの。 
2. 出願前に同一又は類似の意匠が既に公然実施されたも

の。 
3. 出願前に既に公然知られたもの。 

 意匠が前項各号の事情に該当しなくても、それが属する技芸

分野の通常知識を有する者が出願前の従来技芸に基づいて容

易に思いつくときは、意匠登録を受けることができない。 

 意匠が出願人の行為に起因して公開され、又は出願人の意に

反して公開され、公開の事実が発生してから 6 ヶ月以内に出

願した場合、当該事実は第 1 項各号又は前項の意匠登録を受

けることができない事情に属さない。 

 意匠登録を出願したことにより、わが国又は外国で法律に基

づいて公報に公開されたものは、出願人の意思によるもので

あるので、前項の規定を適用しない。 

 
用可 性 

 
特許・実用新案と同様に、意匠登録を受けるためには、まず「産業上の利用可能性」

を備えなければならない（専利法第122条1項）。「産業上の利用可能性」とは、一般的

に、広い意味の産業（工業、農業、鉱業、運輸業等）において再現できる、又は大量

                                                   
8台湾知的財産局、「専利審査基準、第三篇 意匠審査基準、第三章 意匠登録の要件」、2016 年 3

月 22 日、p.3-3-1～3-3-32 
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生産できるか否かということを基準に判断される。また、現行の実務では、再現又は

大量生産は、機械による製造か手作りによる製造かにかかわらず、製造工程により繰

り返し製造できる物品であれば、「産業上の利用可能性」があると認められる。 

 
二 性 
 
特許・実用新案と同様に、意匠登録を受けようとする意匠は、出願前に公開又は実

施されてはならず、つまり、「新規性」を備えなければならない(専利法第122条1項)。
上記第122条1項の規定のように、「新規性」を備えるとは、出願される意匠は次のいず

れかの公知態様に該当しないことをいう。 

・出願前に同一又は類似の意匠が既に刊行物に記載されたもの 

・出願前に同一又は類似の意匠が既に公然実施されたもの 

・出願前に既に公然知られたもの 
 
上記第122条1項に規定されている新規性喪失の態様に係わる「出願前の刊行物にお

ける同一又は類似の意匠」、「出願前に公然実施された同一又は類似の意匠」、「出

願前に公然知られた意匠」は、即ち「先行意匠」である。上記条文に規定されている

「先行意匠」は台湾内に限定されず、出願前に公衆が知り得る（available to the public）
全ての情報を含み、世界の特定の場所や言語に限定されず、また、如何なる形式、例

えば、文書、インターネット、口頭又は展示などにも限定されない。また、「出願前」

とは、「出願日の前」で出願日当日を含まない。国際又は地域内優先権を主張する場

合は、「優先日の前」で優先日当日を含まない。「公然知られたもの」とは、先行意

匠が既に公開され、公衆がその意匠を知り得る状態に置かれていることを指し、実際

に公衆が既にその意匠内容を知ったか否かを要件としない。9 
 
言い換えれば、台湾では「絶対的新規性」、つまり「世界公知」の基準が採用され

ている。意匠出願の実体審査がなされたとき、台湾以外の公開文献・公知事実も新規

性を否定するものとなる。 
 

大先  

 
専利法第123条により、後に出願された意匠登録出願（以下、「後願」）の意匠が、

先に出願され後願の出願日の後に初めて公告された意匠登録出願（以下、「先願」）

                                                   
9台湾知的財産局、2013 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第三章 意匠の要件」「2 新

規性」「2.1 先行意匠」、2013 年 6 月 20 日、p.3-3-3～3-3-5 
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の明細書又は図面に開示されたものと同一又は類似する場合は、新規性喪失の事情は

ないが、当該後願は依然として意匠登録を受けることができない10。なぜなら、先願

の明細書又は図面に開示されているが、意匠として登録出願されていない部分の内容

は、社会に貢献され公衆が自由に利用できるものに属するものであるので、これらに

ついては更に意匠登録を受けることができない。このとき、後願の出願日の後に初め

て公告された当該先願は、「拡大先願」に該当する。なお、先願、後願とも台湾で出

願された意匠登録出願であって初めて専利法第123条に規定の拡大先願の適用がある。

 
【専利法】 
第 123 条 意匠登録を出願した意匠が、その出願より先に出願され、かつ

その出願後はじめて公告された意匠登録出願に添付されてい

る意匠説明書又は図面の内容と同一又は類似である場合には

、意匠登録を受けることができない。ただし、当該意匠登録出

願人と先に出願された意匠登録の出願人が同一である場合に

は、この限りでない。 

 

ただし、例外として、後願の出願人と先願の出願人が同一である場合、拡大先願の

適用がなく、後願は依然として意匠登録を受けることができる。なお、後願の出願人

と先願の出願人が同一であるか否かを認定するときは、下記の原則に沿って行う。 
 
1. 認定する時点は、後願の出願日であり、同一であると認定された場合、たとえその

後、何らかの理由により変更があったとしても、その認定は依然として有効である。 
 

2. 共同出願の場合、後願の出願人と先願の出願人が完全に一致する必要がある。 
 

3. 後願が分割出願又は出願変更の出願である場合、認定する時点は、その親出願又は

原出願の出願日である。 
 
 
 

性  

 
同一又は類似の意匠には、計4種類の態様があり、これらの態様の何れかに該当す

る場合は、新規性がない。 

                                                   
10台湾知的財産局、2013 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第三章 意匠の要件」「2

新規性」「2.5 拡大先願」、2013 年 6 月 20 日、p.3-3-12～3-3-13 
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(1)同一の外観が同一の物品に適用されたもの、即ち同一の意匠 
(2)同一の外観が類似する物品に適用されたもの、即ち類似する意匠 
(3)類似する外観が同一の物品に適用されたもの、即ち類似する意匠 
(4)類似する外観が類似する物品に適用されたもの、即ち類似する意匠 

 
 

性  

専利法においては審査の判断主体が規定されていないが、専利法は、他人が市場

で模倣又はデッドコピーした商品を一般の消費者に販売する行為を排除するもので

あるため、審査では、市場の消費形態を模擬して当該意匠物品に関する一般的な認

識力を有する一般的な消費者を主体とする。つまり、当該意匠の属する分野におけ

る専門家又は専門デザイナーを主体としない。ただし、物品の種類によって、一般

的な消費者の認識力も異なる。例えば、生活用品の一般的な消費者は大衆である

が、医療器具の一般的な消費者は病院の仕入れ担当者又は医者である。11 
 
 

作性 
 
意匠の属する分野における通常の知識を有する者が出願前の先行意匠に基づいて

容易に想到できるものであれば、意匠登録を受けることができない。つまり、意匠

登録を受けるには、「創作性」を備えなければならない（専利法第122条2項）。意匠

の属する分野における通常の知識を有する者が出願時の通常知識を参考しつつ、模

倣、転用、置換え、組合せの手法で先行意匠により容易に完成でき、かつ、特殊な

視覚的効果を生じさせないのであれば、容易に完成できるとされる。なお、審査基

準においては、次のものが創作性を有さないものとして例示されている12。 

1. 自然界に存在している物又は現象を模倣してなる意匠 
 
先行意匠との相違点が動物、植物、鉱物、虹、雲などの自然物、現象の形状

又は模様などをそのまま物品に表したに過ぎず、全体的なデザインは独特な

視覚的効果を生じさせないもの。例えば、下記のような、花をイメージした

飾り。 

                                                   
11台湾知的財産局、2013 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第三章 意匠の要件」「2

新規性」「2.4 新規性の判断基準」、2013 年 6 月 20 日、p.3-3-8 
12台湾知的財産局、2013 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第三章 意匠の要件」「3

創作性」「3.4 創作性の判断基準」、2013 年 6 月 20 日、p.3-3-15～3-3-21 
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ただし、その模倣の手法により、全体的なデザインが修飾又は構成し直され、

独特な視覚的効果を生じさせた場合、容易に想到できないと認められる。 

2. 有名な著作物を模倣した意匠 

相違点が有名な著作物、例えば、エッフェル塔、ディズニーのキャラクター、

ピラミッドを模倣したもの。例えば、下記のようなエッフェル塔のキーホル

ダ。 
 

 
 
ただし、その模倣の手法により、全体的なデザインが修飾又は構成し直され、

独特な視覚的効果を生じさせた場合、容易に想到できないと認められる。 

3. 直接転用 
 
相違点が異なる意匠分野の物品の外観を転用したもの。例えば、自動車の外

観を転用した下記のようなモデルカー。 
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ただし、その変更の手法により、全体的なデザインが修飾又は構成し直され、

独特な視覚的効果を生じさせた場合、容易に想到できないと認められる。 

6. 公知デザインの外観の使用 
 
相違点が基本的な幾何学形状、伝統の形状や模様、広く知られた公知の形状

や模様を使用したにすぎないもの、又は、前後、左右、傾斜、輻射、碁盤状な

どの基本形態を使用したにすぎないもの。例えば、下記のような物品の輪郭

の変更。 
 

 
 
ただし、その変更の手法により、全体的なデザインが修飾又は構成し直され、

独特な視覚的効果を生じさせた場合、容易に想到できないと認められる。 
 
 

主体 

新規性と異なり、創作性の判断主体は、当該意匠の属する分野における通常の知識

を有する者で、意匠出願時の当該分野における一般知識及び通常のデザイン能力を有

するとともに、先行意匠を理解して利用することができる者、すなわち「当業者」で

ある13。 
 
 

                                                   
13台湾知的財産局、2013 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第三章 意匠の要件」「2

新規性」「3.2.1 意匠の所属する創作分野における通常知識者」、2013 年 6 月 20 日、p.3-3-14 
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失の 外 
 

上記専利法第122条1項各号及び2号の意匠登録を受けることができない事情に該当

しない例外、すなわち、「新規性・創作性の喪失の例外」は、専利法第122条3項に規

定されている。出願される予定の意匠が出願人の行為に起因して公開され、又は出願

人の意に反して公開された場合は、公開の事実が発生してから6ヶ月以内に出願すれ

ば、新規性･創作性の喪失の例外として、上記専利法第122条1項各号の「意匠登録を受

けることができない事情」に該当しないと見なされる。 
 
現行の第122条3項における「新規性・創作性の喪失の例外」の態様は、2017年5月1

日施行の改正法により改正された。改正前は、従来の列挙型であって、「刊行物で発

表されたもの」、「政府が主催する展覧会又は政府の認可を受けた展覧会で展示され

たもの」又は「出願人の意図に反して漏洩したもの」のいずれかに該当する場合のみ、

「新規性の喪失の例外」の適用が可能であった。しかし、台湾における企業及び学術

機関などによる出願前の商品発表や研究発表態様の多様性に対応させ、発表された後

でも特許・実用新案・意匠登録出願することができるようにするため、日本などの特

許法、意匠法などを参考にし、「発明の新規性・進歩性の喪失の例外」に係わる専利

法第22条3項、及び「意匠の新規性・創作性の喪失の例外」に係わる上記専利法第122
条3項を改正した。そのため、2017年5月1日からは、「新規性・創作性の喪失の例外」

の適用可能態様は制限されず、「出願人の行為に起因して公開され、又は出願人の意

に反して公開された」ものに広く拡大された。 
 
「新規性・創作性の喪失の例外」を適用できる、公開の事実が発生してから出願す

るまでの期間、いわゆる「グレースピリオド」については、2017年5月1日施行の改正

法により、発明特許及び実用新案については「公開日から6ヶ月」から「公開日から12
ヶ月」に延長されたが、意匠の方は特に改正されず、従来の「6ヶ月」のままとなって

いるので、ご留意いただきたい。 
 
台湾又は他国への特許出願や意匠登録出願により特許公報や意匠公報に公開・公告

されたものは、出願人の行為に起因して刊行物に公開された場合と異なるので、「新

規性・創作性の喪失の例外」を主張することができない。このことは、前記専利法第

122条4項に規定されている。 
 
「優先権」を主張する場合、新規性・創作性の判断の基準日は優先日になるという

効果がある。これに対し、「新規性・創作性の喪失の例外」は、それを主張しても、新

規性・創作性の判断の基準日は当該公開の事実のあった日とはならず、あくまでも当

該公開の事実と内容が新規性・創作性としての先行意匠とされないだけである。その

ため、公開の事実の発生から出願人が意匠登録出願するまでの間に、その公開と関係
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なく、第三者が関連意匠内容を公開した場合、当該意匠登録出願は他人の公開により

新規性又は創作性を喪失してしまう可能性がある。したがって、「新規性・創作性の

喪失の例外」を主張する予定であっても、早期に出願することが好ましい。ただし、

当該第三者による公開が、優先日の後であれば、問題はない。 
 
また、日本での基礎出願の出願日の前に、出願人の行為に起因して公開された事実

があり、日本での基礎出願の出願時に新規性喪失の例外規定の適用を受けると申立て

た場合、当該基礎出願に基づく優先権を主張して台湾で意匠登録出願するときは、当

該出願人の行為に起因して公開された事実が発生してから6ヶ月以内に台湾で意匠登

録出願しなければならない。さもなければ、当該公開事実により、台湾での意匠登録

出願が新規性又は創作性を喪失してしまう可能性がある。 
  

- 37 -





 

 

【専利法】 

第 128 条   同一又は類似の意匠について、2 以上の意匠登録出願があった

場合、その最先の出願人のみが、意匠登録を受けることができ

る。ただし、後願の出願人が主張する優先日が先願の出願日よ

り早い場合は、この限りでない。 

 前項の出願日又は優先日が同日である場合は、これを協議に

より定めるよう出願人に通知しなければならない。協議が成

立しない場合には、いずれの出願人も意匠登録を受けること

ができない。その出願人が同一人である場合、期限を指定して

、いずれか 1 つの出願を選択するよう出願人に通知しなけれ

ばならない。当該期限が過ぎても、いずれか 1 つを選択しない

場合は、いずれの出願も意匠登録を受けることができない。 

 各出願人が協議する場合、特許主務官庁は適当な期間を指定

して当該協議結果を報告するよう出願人に通知しなければな

らない。当該期限が過ぎても報告がなかった場合には、協議が

成立しなかったものとみなす。 

 前三項の規定は、次の各号には適用しない。 
1. 原意匠登録出願と関連意匠登録出願との間。 
2. 同一の意匠登録出願に 2 以上の関連意匠登録出願がある

場合、当該 2 以上の関連意匠登録出願同士の間。 

 
実際の例は極めて少ないが、専利法第128条2項と3項の規定のとおり、出願日又は

優先日が同日である場合は、どちらが意匠登録を受けるかについて、出願人同士で協

議しなければならない。 
 

また、前記のとおり、台湾でも、関連意匠制度があり、専利法第127条の規定によ

り、同一人が同じ設計概念に基づいて創作した2以上の類似する意匠について意匠登

録を受けようとする場合、いずれか1つを本意匠とし、他の類似する意匠をその関連

意匠として出願することができる。関連意匠制度はもとより、同一人が同じ設計概念

に基づいて創作した2以上の類似する意匠を出願できるように設けられた特殊な意匠

制度であるので、専利法第128条4項において、関連意匠出願には同条1項の規定は適

用しないことが規定されている14。なお、仮に、出願人が同じ設計概念に基づいて創

作した2以上の意匠をそれぞれ独立した意匠登録出願として出願し、実体審査で上記

専利法第128条1項又は2項の規定に違反していると指摘された、又は自発的に出願変

更する意思がある場合、出願人は、いずれか1つを本意匠とするとともに、他の類似す

                                                   
14台湾知的財産局、專利法逐条釈義 2014 年 9 月版、2014 年 9 月、p.383 
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る意匠を当該本意匠の関連意匠に出願変更することができる。 
 
 
【専利法】 

第 127 条   同一人が 2 以上の類似する意匠を有する場合、意匠登録及びそ

の関連意匠登録を出願することができる。 

 関連意匠の出願日は、原意匠の出願日より早くてはならない。 

 関連意匠登録の出願は、原意匠登録の公告後に、これを行うこ

とはできない。 

 同一人が、原意匠と類似せず、関連意匠とのみ類似する意匠に

つき、関連意匠登録を出願することはできない。 
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と の関係

 

意匠と商標権の関係について述べる前に、まず台湾の商標制度について概要を紹介

する。 
 

台湾でも、商標登録制度が設けられており、商標登録出願して登録を受けた場合、

当該登録商標について独占的排他権が付与される。これにより、同一又は類似の商品

又は役務（サービス）について、自社の商標と同一又は類似する商標を他人が使用し、

誤認混同を生じさせるおそれがあると判断した場合、当該商標権により保護を求め、

商標法第69条により他人の使用を排除するとともに、損害賠償を請求することができ

る。 
 
台湾では、特許権・実用新案権・意匠権への権利侵害の刑事責任が 2003 年 3 月 31

日より廃止されたが、商標権への権利侵害の刑事責任は依然として存在し、商標法第

95～97 条に規定されているので、商標権により民事・刑事的救済を求めることができ

る。 
 

また、他人が使用している商標が自社の商標と同一又は類似するか否かの判断は、

主観的なものもあるので、台湾の知的財産局はできる限り主観的な要素を排除し、よ

り一致した基準で誤認混同のおそれの有無を判断できるよう、2012年4月20日に「誤

認混同のおそれに関する審査基準」を公布した15。当該基準において、誤認混同を判

断するにあたって考慮すべき八つの要素を示している。その八つの要素は次のとおり

である。①商標識別力の強弱、②商標の類否及びその類似性の程度、③商品・役務の

類否及びその類似の程度、④先権利者の多角化経営の状況、⑤実際の誤認混同の状況、

⑥関連消費者の各商標に対する熟知度、⑦係争商標の出願人が善意であるか否か、⑧

その他の誤認混同に関する要素。 
 

度 
 
台湾でも、商標権者及び消費者の利益を保障し、市場の公平な競争を維持し、商工

業会の健全なる発展を促すため、商標法が制定されている。商標権の取得については、

台湾でも先願登録主義が採用されており、自社の商標について商標権を取得する場合、

まずは商標登録出願をしなければならない。台湾の知的財産局は、商標法第29条と第

30条の規定に基づいて、出願された商標の自他識別力及び不登録事由の有無を審査す

る。この審査を経て商標権を取得して、はじめて商標権者は商標権に基づいて保護を

求めることができる。 
                                                   
15「誤認混同のおそれに関する審査基準」、2012 年 4 月 20 日、知的財産局

https://www.tipo.gov.tw/ct.asp?xItem=285300&ctNode=7048&mp=1 
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また、台湾の商標法にも、異議申立制度及び無効審判請求制度が設けられており、

同一又は類似の商品・役務において自社の商標と同一又は類似する他人の登録商標が

存在した場合、これに対し異議申立て、無効審判を請求することにより、その登録を

取消、無効にし、自社の商標権を守ることができる。異議申立ては、商標登録査定が

公告されてから3ヶ月以内に、利害関係の有無にかかわらず、何人でも行うことがで

きる（商標法48条）。一方、登録査定の公告がされてから3ヶ月がすぎた後は、5年以

内（いわゆる「除斥期間」）であれば、利害関係人は、一定の理由に基づき無効審判

を請求することができる（商標法57条）。なお、悪意により他人の周知・著名商標を

先取り登録したものについては、この5年の除斥期間の適用を受けない。 
 
公平取引法第22条にも、事業者がその営業において提供する商品又は役務に、著名

な他人の商標（台湾で未登録）を同一又は類似する商品について、同一又は類似する

表示で使用してはならないことが規定されているので、台湾において商標として登録

されていない場合は、公平取引法第22条1項の規定に基づいて保護を求めることを検

討すべきである。 
 

 

と 類 
 
商標法第18条によれば、商標とは、識別力を具えた標識で、文字や図形、記号、色

彩、立体形状、動態、ホログラム、音など、又はこれらの結合によって構成されるも

のを指す。また、同18条によれば、識別力とは、「商品又は役務の関連消費者が商標

を付した商品又は役務の出所を認識し、かつ、他人の商品又は役務と区別できる」こ

とである。 
 
商標のうち、意匠と最も関連しているのは「立体商標」である。台湾では、2003年

の改正商標法により、「立体商標」の商標態様が「音声商標」及び「単一色彩商標」

の商標態様とともに初めて導入された。これにより、文字、図形、記号、色彩、音声、

立体形状又はこれらの結合により構成された商標が登録を受けることが可能となっ

た。さらに、2012年7月1日に施行された改正商標法では、商標保護対象の範囲を「動

く商標（motion marks）」「ホログラム（hologram marks）」「匂い商標」まで拡大し、

商標としての識別力を有するものであれば、登録を受けることが可能となった。以下、

上記各商標の態様を「伝統的な商標」及び「非伝統的商標」に分類し、その登録例を

示す。 
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商 類 登録  

 
文字商標 文字商標 

 
（UNIQLO 、登録第 1176718 号） 

 

（新光三越 、登録第1221979 号） 
図形商標  

 
（CC MONOGRAM 、登録第1655651 号） 

 

 

（STARBUCKS COFFEE 、登録第1295741 号） 
 

結合商標 
 

 
（華歌爾and Figure 華歌爾 、登録第300468 号） 

 

 
（NIKE and Swoosh Design 、登録第1765116 号） 
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音声商標 

の音声 

（HISAMITSU 、登録第1423819 号） 

色彩商標 

 
（Tri-Color Stripe Design in color、7-ELEVEN, INC. 、登録第1647643 号） 

匂い商標  

2018年12月時点で、台湾において数件出願されているが、いずれも拒

絶されている。 
 
 

と との相 点 
 
以下、意匠と商標との主な相違点を「出願の対象」、「登録要件」、「権利の効力の範

囲」、「権利の期間」などに分けて説明する。 
 
 
1 い 
 
意匠は、デザインとそのデザインが施された物品からなる意匠物品の外観を保護の

対象とする。 
 
一方、商標は、自社の販売する商品又は提供する役務（サービス）を他人のものと

区別するためのマークとしてデザインされた文字や図形、記号などである。 
 
よって、企業や店のマークとしてデザインされた文字や図形、記号などは、物品の

外観のデザインではないため、意匠の定義を満たしておらず、意匠登録出願の対象と

ならないので、商標登録出願すべきであるが、その図形、記号などが物品に適用する

ことができる場合は、当該適用された意匠物品は意匠登録出願の対象となり得る。 
 
 
2 要件 違い 
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意匠登録の要件の一つとして、新規性がある。出願日（又は優先日）前に同一又は

類似の意匠が存在していた場合、出願された意匠は新規性欠如の理由により拒絶され

るので、意匠を出願する予定がある場合、原則的に、出願前はその意匠を秘密にして

おく必要がある。また、出願前に販売したり展示会に出品したなど出願人の行為に起

因して公開され、又は出願人の意に反して公開された場合、新規性喪失の例外の適用

を受けるために、その公開の事実が発生してから6ヶ月以内（日本は12ヶ月以内）に出

願する必要がある。 
 
一方、商標の場合、登録の要件は、識別力を有することである。この自他識別力に

より、関連消費者は当該商標を付した商品又は提供される役務の出所（つまり、出願

人）を認識でき、他社の販売する商品又は提供する役務から区別することができる。 
 
上述したように、意匠登録出願の要件と、商標登録出願の要件は異なる。デザイン

を物品に適用して意匠登録出願するか、又は商標登録出願するかは、当該デザインの

新規性の有無、又は識別力の有無により判断すべきである。仮に意匠登録出願の意匠

が、自社の従来のデザインにより新規性又は創作性がないと認められた場合、当該意

匠のデザインが、自他識別力を有するものとなり得るか否かを検討し、なり得るので

あれば、図形商標や立体商標として商標登録出願をすることも考えられる。 
 
 
3 力 の  
 
意匠は、デザインとそのデザインが施された物品からなる意匠物品の外観を保護の

対象とするので、提供する役務は保護の対象とならない。また、「第三章 台湾におけ

る意匠の登録要件」「第二節 どのような意匠が登録出願できるか」の節の説明のよう

に、意匠登録出願の際、意匠登録を受けようとする意匠が適用される一つの物品を意

匠の名称として記載しなければならない（台湾では、日本と同様に、意匠が適用され

る物品が複数ある場合、複数の物品についてそれぞれ出願しなければならない。即ち

「一意匠一出願の原則」）。つまり、取得した意匠権の効力が及ぶものは、出願の際

に記載された意匠の名称により確定された意匠物品と同一又は類似の物品のみであ

る。そのため、例えば、「キャラクターの形をしたウォーターボトル」の意匠につい

て意匠登録された場合でも、当該意匠権によって、第三者がこのキャラクターにそっ

くりな外観を有する「ぬいぐるみ」を販売することを排除できない。このウォーター

ボトルにそっくりな外観を有する「ぬいぐるみ」の販売も排除したいのであれば、意

匠名称を例えば「ぬいぐるみ」とする意匠登録出願も併せて出願する必要がある。 
 
一方、商標は、「販売する商品又は提供する役務を他人のものと区別する文字や図

形、記号など」であるので、物品だけでなく、役務についても商標の保護対象とする
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ことができる。台湾は、日本と同様に、ニース国際分類が採用されている。商標を出

願する際は、「一出願一区分」又は「一出願多区分」で出願することができる。また、

区分については、区分内の複数の商品・役務を指定することができる。したがって、

登録された商標権の効力は、登録査定で許可された商品と役務の全てに及ぶ。ただし、

商標登録出願により登録されるのは、その商品又は役務に適用される商標の部分のみ

であって、商品又は役務自体ではないので、仮に第三者が異なる商標を商標権者の商

品又は役務と全く同じ商品又は役務に適用して販売した場合、登録された商標権によ

り当該第三者による当該商品又は役務の販売を排除できない。 
 
なお、意匠には部分意匠制度があり、意匠物品全体ではなく、その中の新規な特徴

に該当する部分を、意匠登録出願を受けようとする部分として出願し登録できた場合、

物品全体ではなく、当該部分のみについて被疑侵害物品との類似性を判断するので、

意匠権の権利範囲はかなり拡張されることになる。これに対し、商標にはこのような

制度がない。 
 
 
4  
 

台湾では、現在の専利法第135条により、意匠権の存続期間は出願日から起算して

12年をもって満了となるので、12年が過ぎたら、意匠権の効力は消滅し、当該意匠に

別の知的財産権（例えば、美術工芸品の創作による著作権）がなければ、その意匠は

パブリックドメインに帰し、何人もそれを実施することができる。なお、現在、台湾

の知的財産局は、この12年の意匠権期間を15年に延長することを検討しているので、

将来、台湾での意匠権期間が15年になる可能性がある。 
 
一方、商標法第33条により、商標権の権利期間は登録公告日から10年（商標法第33

条）であるが、請求により、1回10年の権利更新が可能であり、識別力がある限り、権

利を永続させることができる。 
 
 

 
 
上記商標の種類のうち、非伝統的な商標には「立体商標」がある。台湾では、2003

年施行の改正商標法において、「立体商標」が登録可能となってから、約780件の立体

商標が登録された。立体商標として商標登録出願をし、その出願で指定された商品又

は役務に関して識別力を有することが認められて登録できれば、指定された商品につ

いてその立体商標が第三者により使用されたことを排除することができる。 
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例えば、上記商標登録第1160211号の「台北101ビルディングの立体図」の立体商標

は、第03類商品区分のうち、香水や、化粧品、芳香剤、歯磨き粉など20数種類の商品

を指定し、審査を経て登録されたので、第三者が香水や、化粧品などの指定商品につ

いて「台北101ビルディング」の立体商標を用いて商品化した場合、それを排除するこ

とができる。また、「台北101ビルディングの立体図」の立体商標は、第26類商品区分

のうちのメダルや、ヘアピン、ファスナーなどなど20数種類の商品も指定し、第

1161692号としても登録されたので、メダルやヘアピンなどについて、第三者が「台北

101ビルディング」のデザインで商品化することを排除することができる。なお、「台

北101ビルディングの立体図」の立体商標は計33件登録されており、それぞれについ

て異なる商品区別が指定されている。 
 

登録済みの立体商標には「台北101ビルディング」のような建築物で役務場所の立

体商標のほか、容器や、車両、キャラクター、包装等などに関する立体商標が主に登

録されている。立体商標として出願可能な態様は、次の4つに分けられる。 
（1）商品自体の立体的な形状（例えば、下記商標登録第1160463号「C 20 tablet design」） 
（2）商品の包装や容器の形状（例えば、下記商標登録第1355241号「NIVEA Creme」） 
（3）役務場所の内装･外装デザインの立体的な形状（例えば、下記商標登録第1789940

号「台北文創ビルディング」） 
（4）商品や役務に関する広告の形状（例えば、下記商標登録第1435125号「ディンタ

イフォン籠フィギュア」） 
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識別力を有するものとして登録された立体商標 

商標登録第1160463号「C 20 tablet 
design」 

 

商標登録第1355241号「NIVEA Creme」 

 
商標登録第1789940号「台北文創ビルディン

グ」 

 

 

商標登録第1435125号「ディンタイフォン籠フ

ィギュア」 

 

商標登録第1134030号「smart car」 

 

 

商標登録第1156765号「角瓶」 

 
 
 
 
五 匠 立体商 共 点・  
 

立体商標は、商標のデザインが3次元空間における実体の形状を有する有体物に結

合されるものであるので、専利法第121条1項に規定の意匠権による保護の対象となり

得る。つまり、意匠と立体商標は、登録される対象がいずれも「三次元空間における

実体の形状を有する有体物」である点で共通している。また、「不動産である建築物及

び役務場所の内装･外装デザインは登録の対象となり得る」点でも、立体商標と意匠

は共通している。 
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一方、上記に説明したように、意匠と商標は、主に「出願の対象」、「登録要件」、「権

利の効力の範囲」、「権利の期間」が相違している。例えば、上記の商標登録例に挙げ

られている「台北101ビルディングの立体図」の立体商標は、１つの出願で一商品区分

内の複数の商品を指定することができるのに対し、意匠登録出願は、意匠物品ごとに

出願しなければならないので、登録された意匠権の効力は、出願時に記載された意匠

物品の名称により確定された物品と同一又は類似の物品のみに及ぶ。そのため、例え

ば、「メダル」の意匠が意匠権として登録された場合でも、他人がこのメダルにそっ

くりな外観の「ファスナーの引手」を販売しても、意匠権の物品と同一でも類似でも

ないため、意匠権は及ばず、排除できない可能性が高い。 
 
また、新規に創作された商品やその包装などのデザインに識別力がないものの、従

来の関連するデザインに対して新規性と創作性を有すると考えられる場合、立体商標

ではなく、まずは意匠登録出願すべきである。それに対し、新しい商品やその包装な

どのデザインが企業のこれまでの著名な外観及び／又は表示やマークから創作され

たものであれば、従来の関連するデザインに対して新規性又は創作性がないかもしれ

ないが、先天的識別力を有する可能性が高い、又は時間がある程度経って後天的識別

力が生じた場合、立体商標又はその他の態様の商標として出願することを検討すべき

である。 
 
 
 
 
 

 
識別力を有するものとして 

登録された立体商標 

新規性と創作性を有するものとして 

登録された意匠 

商標登録第1296560号「Speakerphone 

Product」 

 

意匠登録第D143019号「Speakerphone」 
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商標登録第1272523号「OYSTER WATCH」 

 

意匠登録第D157097号「WATCH」 

 
商標登録第1304194号「NiereE70mS」 

 

意匠登録第D125737号「自動車」 

 

商標登録第1228045号「サロンパス容器」 

 

意匠登録第D193166号「包装用箱」 

 
商標登録第1379700号「device」 

 

意匠登録第D160875号「コントローラの一

部」 
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役務場所の内装･外装デザインの商標の登録例 

商標登録第1403150号 

「迎賓建築物の立体図」 

 

商標登録第1517827号 

「屋台」 

 

役務場所の内装･外装デザインの商標の登録出願例 
商標登録出願第104044540号 

「台南都会博物館奇美館立体図」 

 

商標登録出願第107028162号 

「営業場所の内装設計の立体図」 

 

 

 

店舗の内装･外装デザイン及び建築物の意匠の登録例 
意匠登録D193475号 

「店舗」（部分意匠） 

 

意匠登録D179616号 

「店舗」（部分意匠） 

 

- 52 -



 

 

意匠登録D163890号 

「屋台」 

 

意匠登録D151620号 

「屋台」 

 

 
意匠登録D175323号 

「商店の外観」 

 

意匠登録D161859号 

「飲食店の作業台」 

 

 
 

意匠登録D171806号 

「コテージの一部」（部分意匠） 

 

意匠登録D168189号 

「建築物」 
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と 作 の関係 クタ ） 

 

意匠物品の外観が新規性、創作性、産業上利用可能性を備えるものであれば、意匠

登録出願して意匠権を取得することにより、民事的救済を求めることができる。一方、

新規性や創作性よりも、意匠物品の外観又はそれに表される外観が識別力を生じるも

のであり、商標となり得るのであれば、商標登録出願して商標権を取得することによ

り、民事・刑事的救済を求めることができる。更に、意匠物品が著作の定義を満たし、

著作権法第 5 条に規定されている著作に該当し、かつ、著作物の要件である「独創性」

及び「創作性」を備えるものである場合、著作物として著作権法により民事・刑事的

救済を求めることが可能である。 
 
著作権法第 5 条において、著作権法により保護される著作が規定されている。 

 
【著作権法】 
第 5 条 本法でいう著作を下記に例示する。 

1. 文学著作。 
2. 音楽著作。 
3. 演劇、踊り著作。 
4. 美術著作。 
5. 撮影著作。 
6. 図形著作。 
7. 視聴著作。 
8. 録音著作。 
9. 建築著作。 
10.コンピュータープログラム著作。 
主務官庁が前記各号の著作の例示内容を定める。 

 
 
上記著作権法により保護される著作のうち、意匠物品と関連性があるものは、美術

著作と建築著作である。 
 
 

 
 

美術著作は、上記著作権法第5条の規定により保護される著作である。創作された

絵画や彫刻などの美術工芸品は美術著作に該当するため、著作権の保護対象になり得

る。また、美術著作について內政部が公告した「著作権法第5条1項各号の著作内容の

例示」における、美術著作に関する例示2の(4)には、「美術著作：絵画、版画、漫画、
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スケッチ、書道、文字絵、彫刻、美術工芸品及びその他の美術著作を含む。」と示さ

れている16。よって、「美術工芸品」としての意匠が、「創作性」（原文：「原創性」）を

備える場合、著作権法により保護される著作物にもなる。 
アニメのキャラクターやゆるキャラのデザインは絵画に属し、これらのデザインを使

用したキャラクター商品は美術工芸品であるので、美術著作物に該当し、著作権法に

より保護される。 
 
一方、美術創作は意匠登録出願の対象となり得るか否かについて、2013年1月1日よ

り前の旧専利法第112条には「『単なる芸術的創作又は美術工芸品』は意匠登録を受け

ることができない」と規定されているので、当時は、美術著作は意匠登録出願の対象

とはならず、出願できなかった。しかし、2013年1月1日施行の改正専利法第124条にお

いては、上記意匠登録対象外の「単なる芸術的創作又は美術工芸品」から「美術工芸

品」が削除された。このため、2013年1月1日以降は、「単なる芸術的創作」は依然と

して意匠権による保護を受ける対象から除外されるが、「美術工芸品」は意匠権によ

る保護を受けられる対象となった。上記「美術工芸品」が削除された理由は、現在、

世の中では産業技術がかなり発達しており、自動彫刻機や3Dプリンター、立体物プリ

ンターなどの装置を用いれば、最初は手作りで創作された絵画や彫刻などの美術工芸

品も容易に完璧に再現することが可能となりつつあり、これらの新しい技術を用いて

「美術工芸品」を工業製造工程により繰り返し製造可能で、産業上の利用が可能であ

れば、意匠権の保護対象にもなり得るからである。17 
 
【専利法】 
第 124 条 次の各号のいずれかに該当するものは、意匠登録を受けるこ

とができない。 
1. 単に機能上不可欠な設計からなる物品造形。 
2. 単なる芸術的創作。 
3. 集積回路の回路配置及び電子回路の配置。 
4. 公序良俗、又は公衆衛生を害する物品。 

 
 
この法改正により、「美術工芸品」でも意匠権による保護を受けることができるよ

うになった。例えば、鷹の木彫刻などの工芸品は、再現することが可能であるので、

意匠登録を受けることができる対象となり得る。 
 
上記専利法第124条の規定から、美術著作が「単なる芸術的創作」でなければ、意匠

                                                   
16內政部「著作権法第 5 条 1 項各号の著作内容の例示」、1992 年 6 月 10 日、

https://www.tipo.gov.tw/ct.asp?xItem=332403&ctNode=7011&mp=1 
17 台湾知的財産局、專利法逐条釈義 2014 年 9 月版、p.374
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登録を受けることが可能だと解釈できる。これについて、現行の審査基準の「第三篇 
意匠出願の実体審査」の「第二章 設計とは」の「2.3 単なる芸術的創作」において、

以下のように解説されている。 
 

2.3 単なる芸術的創作 
意匠と著作権の美術著作はいずれも視覚的創作に属するものであるが、両

者の立法の目的は少々異なる。意匠は実用的な物品の外観に係わる創作で、

産業上の利用性を有さなければならない。一方、著作権における美術著作

は精神的な創作に属し、思想、感情の文化的な面を重んじる。単なる芸術

的創作で、製造工程により繰り返し再現することができない物品は、意匠

登録を受けることができない。装飾用途の飾りについて言えば、それが製

造工程により繰り返し再現することができない物であれば、著作権による

保護を受けることのできる美術著作に該当する。それが製造工程により繰

り返し再現することができる創作であれば、機械による製造か手作りかに

よらず、意匠登録を受けることができる。」 
 
上記のように、美術著作は著作権の保護対象となり、芸術的創作に係わる意匠物品

は美術著作に該当するので、著作権により保護されることが可能である。したがって、

芸術的創作に係わる意匠物品は単なる芸術的創作ではなく、物品に適用されることが

でき、かつ、当該物品が繰り返し製造できる創作であれば、意匠登録を受ける対象と

なり得るので、意匠登録出願することができる。一方、芸術的創作に係わる意匠物品

が何らかの理由で出願しなかった、又は単なる芸術的創作である場合は、著作権によ

り保護を求めることが可能である。 
 
なお、著作権法第5条1項に規定されている著作のうち、6号の図形著作があるが、同

「著作権法第5条1項各号の著作内容の例示」における図形著作に関する例示2の(6)に
は、「図形著作：地図、図表、科学技術又は工事設計図及びその多の図形著作を含む。」

が示されている。この例示2の(6)によれば、著作権でいう図形著作はデータを並べる

図表や設計図のような図形であるので、形状、模様、色彩から構成される意匠のデザ

インとは異なるものである。例えば、下記意匠登録D185164号「生地」にデザインさ

れている模様は、著作権法第5条1項6号にいう図形著作に該当しない。一方、創作性が

あると認められる場合、当該模様は著作権法第5条1項4号にいう美術著作になり得る。 
 

- 56 -



 

 

 

意匠登録D185164号「生地」 

 
 

 
 
また、著作権法第 5 条 1 項に規定されている著作には、4 号の美術著作のほか、9

号の建築著作がある。同「著作権法第 5 条 1 項各号の著作内容の例示」において、建

築著作に関する例示 2 の(9)に「建築著作：建築設計図、建築模型、建築物及びその他

建築著作を含む。」と示されている。さらに、著作の「複製」に関し、著作権法第 3
条 1 項 5 号において、「複製：印刷、複写、録音、録画、撮影、筆記録又はその他の

方法により、直接、間接的、永久的又は一時的に翻案することをいう。脚本、音楽の

著作物若しくはその他これに類する著作物の上演、又は放送時にそれを録音若しくは

録画する行為、又は建築著作物については、建築設計図又は建築模型に従って建築物

を建築する行為もこれに含むものとする」と規定されている。よって、建築設計図又

は建築模型に従って建築物を建築する行為も「複製」に該当するので、「建築物」の意

匠は、著作権法により保護される著作物となり得る。ただし、建築物に該当するとし

ても、著作物の保護要件である「創作性」を備えなければ、著作権を享受することが

できない。 
 
一方、建築物は意匠登録出願の対象となり得るかについて、2005 年版の意匠審査基

準「第三篇 意匠実体審査」「第二章 意匠とは」においては、「ハウス、橋梁など

の建築物又は室内、庭などの不動産のデザイン」は18、意匠の物品に該当しないため、

当時の（2004 年 7 月 1 日より施行）専利法第 109 条の「意匠とは、物品の全部の形

状、模様、色彩又はこれらの結合であって、視覚に訴える創作を指す」との規定を満

                                                   
18 台湾知的財産局、2005 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第二章 意匠とは」「1 意

匠の定義」「1.3 意匠物品」、p.3-2-3 
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たしていないとして、拒絶すべきであることが規定されている。すなわち、以前、建

築物などの不動産は意匠登録出願の対象ではなかった。しかし、2013 年版の「第三篇

意匠実体審査」「第二章 意匠とは」において、意匠の定義が改訂され、意匠の物品

に該当しないものから、上記「ハウス、橋梁などの建築物又は室内、庭などの不動産

のデザイン」が削除された19。これにより、動産のみならず、建築物などの不動産も、

意匠登録出願の対象となり得るようになった。 
 
前記「第四節 意匠権と商標権の関係」において列挙した、登録済みの店舗や建築

物の意匠のほか、例えば、次のようなマンションや建築物も意匠として登録されてい

る。 
 

建築物に関する意匠登録 

意匠登録D194301号 

「建築物」 

 

意匠登録D183690号 

「建築物」 

 

  

                                                   
19台湾知的財産局、2013 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第二章 意匠とは」「1 意

匠の定義」「1.2 意匠は物品に適用されなければならない」、2013 年 6 月 20 日、p.3-2-3 
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意匠登録D187698号 

「建築物」（部分意匠） 

 

意匠登録D184365号 

「建築物」（部分意匠） 

 

 

 

 

意匠登録D169301号 

「組み立て式建築物の一部」（部分意匠） 

 

意匠登録D163807号 

「山形の温室」 

 

意匠登録D160912号 

「連結ハウス」 

 

 

意匠登録D178046号 

「ハウス」（部分意匠） 
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と と 相 点 
 

以下、意匠と著作権との主な相違点を「対象の違い」、「登録出願手続きの有無」、

「権利の期間の違い」、「権利範囲の違い」に分けて説明する。 
 
 
1  
 
意匠は、デザインとそのデザインが施された物品からなる、産業上の利用可能性を

有する意匠物品の外観を保護の対象とする。 
 
一方、著作権は、産業上の利用可能性を要件とせず、思想や感情、文化を含む精神

的な創作を保護の対象とする。 
 
 
2 有無 
 
意匠は出願主義であるので、保護を受けるためには、意匠登録出願を行わなければ、

意匠権を取得できない。 
 
一方、著作権は創作主義を採用するので、著作者が著作物を創作した時点で、著作

権が発生し、主務官庁に出願する必要はない。（著作権法第10条） 
 
 
3 い 
 

台湾では、現行の専利法第135条により、意匠権の存続期間は出願日から起算して

12年をもって満了となるので、12年が過ぎたら、意匠権の効力は消滅し、その意匠は

パブリックドメインに帰し、何人もそれを実施することができる。 
 
一方、著作権法第30条、33条により、著作権の存続期間は、著作物を創作した時点

から、著作者（自然人の場合）の死後50年、又は公表された時点から50年（法人の場

合）までである。 
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4  
 
「第三章 台湾における意匠の登録要件」「第二節 どのような意匠が登録出願でき

るか」の節の説明のように、意匠登録出願の際、登録を受けようとする意匠が適用さ

れる一つの物品を意匠の名称として記載しなければならない。つまり、取得した意匠

権の効力が及ぶものは、出願の際に記載された意匠の名称により確定された意匠物品

と同一又は類似の物品のみである。そのため、たとえば、キャラクターのデザインを

有する包装紙や生地という意匠物品で意匠登録出願した場合、その権利範囲は、同一

又は類似のキャラクターのデザインを有する同一又は類似の包装紙（又は生地）の物

品にのみ権利が及ぶ。第三者がキャラクターのデザインを立体の物品（例えば、マグ

カップやTシャツ）に付し、又はそのキャラクターを立体のおもちゃに再現して実施

した場合、その意匠権により侵害を排除することができない。又は、キャラクターの

形をした貯金箱という意匠物品で意匠登録出願した場合、第三者がそのキャラクター

のデザインを類似しない物品（例えば、キーホルダー）に実施したとき、その意匠権

により侵害を排除することができない。 
 
これに対し、著作権法の場合は、著作者の「創作性」を保護するので、著作者が絵

画や本などで平面的に創作されたキャラクターや花などのデザインを、第三者が立体

の物品（例えば、マグカップやTシャツ）上に、平面形状又は立体形状で付した行為、

又はそのキャラクターを立体の物に再現した行為は、当該キャラクターなどのデザイ

ンの「翻案」（原文：「改作」、以下は「翻案」）行為にあたる。これらの「翻案」行為

が、著作権法における「著作財産権の制限」に該当する第44～65条に規定の「フェア

ユース」に該当するものでなければ、著作権者の著作権を侵害することになる。 
 
よって、人気漫画やアニメ、映画などのキャラクターのデザインを、第三者がカー

ドやマグカップなどの様々な商品に付し、又はキャラクターそのものを立体化してお

もちゃにしたキャラクター商品を作った場合は、著作権法にいう「翻案」行為にあた

るので、著作権により侵害を排除することが可能である。 
 
 

ラクタ 品 
 

キャラクター商品は 3 次元空間における実体の形状を有する有体物であるので、

「新規性」と「創作性」があるものであれば、意匠登録の要件を備えており、意匠登

録出願により権利化することが可能である。例えば、下記のキャラクター商品の意匠

登録例がある。ただし、意匠権の権利範囲は同一又は類似の物品にのみ権利が及ぶの

で、第三者がキャラクター商品の意匠権のデザインを当該意匠権に係わる物品と類似

しない物品に適用した場合、権利が及ばないため、意匠権者はキャラクター商品の意
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匠権により侵害を排除することができなくなる。また、キャラクター商品は日用品や

工業用品と異なり、通常、そのキャラクターのデザインを多種類の物品に転用・応用

できるので、意匠権により、全ての実施可能物品態様をカバーするためには、実施可

能な物品の種類の数だけそれぞれ意匠登録出願する必要があると考えられる。たとえ

ば、下記の意匠登録 D117706 の「キーホルダー」に係わる意匠物品はキーホルダーで

あるので、仮に第三者がこのキーホルダーのキャラクターのデザインをぬいぐるみ、

又は貯金箱に適用して商品化した場合、ぬいぐるみと貯金箱はいずれもキーホルダー

とは、同一でも類似でもない物品であるため、これらの商品は意匠登録 D117706 の権

利範囲に入っておらず、当該意匠権により権利行使ができない。 
 
日本と同様に、台湾の著作権法は創作主義を採用している。しかし、著作権に基づ

き権利行使する場合、まず著作物の創作主体、時点、範囲を立証しなければならない。

実務上、それを立証するには高い壁となるため、権利者は、著作権のほか、確実に権

利行使できるように、権利の存在を別途立証する必要がない意匠権を取得することが

好ましい。 
 

意匠として登録されたキャラクター商品 

意匠登録 D193742「キャラクターおもちゃ」 

 

意匠登録 D187050「ぬいぐるみ」 

 
意匠登録 D170471「ぬいぐるみ」 

 

意匠登録 D117706「キーホルダー」 
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一方、前記のように、著作者が絵画や本などで平面的に創作されたキャラクター、

又は立体的に創作されたキャラクター商品は、「著作権法第5条1項各号の著作内容の

例示」における図形著作に関する例示2の(4)「美術著作：絵画、版画、漫画、スケッ

チ、書道、文字絵、彫刻、美術工芸品及びその他の美術著作を含む。」に例示されて

いる絵画や、美術工芸品などの美術著作に該当し、著作権法により保護される。第三

者がそれを立体の物品（例えば、マグカップやT シャツ）に平面形状又は立体形状で

付した行為、又は立体のキャラクターを再現した行為は、当該キャラクターなどのデ

ザインの「翻案」行為にあたるため、これらの「翻案」行為が、著作権法における「著

作財産権の制限」に該当する第44～65条に規定の「フェアユース」に該当するもので

なければ、著作権者の著作権を侵害することになり、著作権者は著作権により侵害を

排除することが可能である。 
 
なお、キャラクター商品のキャラクターのデザインが識別力を有し、商品又は役務

の関連消費者が当該商標を付した商品又は役務の出所を認識でき、他人のものと区別

できるデザインであれば、商標登録出願をすることもできる。たとえば、下記の商標

登録例がある。商標登録を受けることにより、出願時に指定された商品又は役務に関

して識別力を有することが認められ、立体商標として商標登録できれば、指定された

類似商品区別の商品について第三者がそのキャラクターのデザインで商品化した場

合、商標権者は当該商標権により侵害を排除することができる。 
 
 

商標として登録された企業のキャラクター 

立体商標登録第 1191815 号「大同坊や」 

 

立体商標登録第 1263090 号「郵便坊や」 

 
立体商標登録第 1509634 号「福来る鮭」 

 

登録第 1869282 号「MY MELODY」 
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と公平取 法の （

 
 

に 店 ン  
 

2005 年版の意匠審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第二章 意匠とは」において

は、「意匠に適用される物品は、三次元空間における実体の形状を有する有体物でな

ければならず、性質上、予定の用途、機能を有し、かつ、固定形態を備える動産であ

って消費者により独立に取引できるものでなければならない」ことが規定され、「ハ

ウス、橋梁などの建築物又は室内、庭などの不動産のデザイン」は20、意匠の物品に

該当しないため、当時の（2004 年 7 月 1 日より施行）専利法第 109 条の「意匠とは、

物品の全部の形状、模様、色彩又はこれらの結合であって、視覚に訴える創作を指す」

との規定を満たしていないとして、拒絶すべきであることが規定されている。そのた

め、以前、建築物や室内設計などの不動産に係わる意匠は、意匠登録出願の対象とは

ならなかった。その後、台湾の知的財産局は、意匠保護の実務の変遷に鑑み、2013 年

版の「第三篇 意匠実体審査」「第二章 意匠とは」において、意匠の定義を改訂し、

上記「動産でなければならない」との規定が削除するとともに、意匠の物品に該当し

ないものから、上記「ハウス、橋梁などの建築物又は室内、庭などの不動産のデザイ

ン」を削除した21。これにより、動産のみならず、建築物などの不動産も意匠登録出

願の対象となり得るようになり、建築物や、不動産のデザインに関する意匠が登録さ

れるようになった。しかし、これまで登録された件数はそれほど多くない。店舗及び

室内のデザインに関しては、例えば、下記の 8 件の登録意匠がある。一方、建築物の

登録意匠に関しては、「第五節 意匠権と著作権の関係 （キャラクタ商品含む）」

において紹介されたものがある。 
  

                                                   
20 台湾知的財産局、2005 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第二章 意匠とは」「1 意

匠の定義」「1.3 意匠物品」、p.3-2-3 

21台湾知的財産局、2013 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第二章 意匠とは」「1 意

匠の定義」「1.2 意匠は物品に適用されなければならない」、2013 年 6 月 20 日、p.3-2-3 
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登録意匠 

意匠登録D193475号 

「店舗」（部分意匠） 

 

意匠登録D179616号 

「店舗」（部分意匠） 

 
意匠登録D175323号 

「商店の外観」 

 

意匠登録D174192号 

「商店の外観」 

 
意匠登録D163891号 

「飲食店の店舗の一部」（部分意匠）

 

意匠登録D182008号 

「部屋の一部」（部分意匠） 
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形式で使用することにより、他人の営業内容又は役務の

設備又は活動と混同誤認を生ぜしめること。 

 
上記規定のとおりに、公平取引委員会が第 22 条を適用するときに、3 つの要件を

満たしているか否かを判断しなければならない。1 つ目の要件は、使用されている他

人の名称又は外観及び／又は表示は著名であるか否か、2 つ目の要件は、当該他人の

名称又は外観及び／又は表示が同一又は類似する役務において、同一又は類似する

表示で使用されているか否か、3 つ目の要件は、他人の営業内容又は役務の設備又は

活動と混同誤認を生じさせるか否かである。権利者が上記第 22 条により公平取引委

員会に被疑侵害者を告発するとき、この 3 つの要件を満たしていることを明確に証

明しなければならない。実際の案件を見ると、公平取引委員会がこの 3 つの要件を

満たしているか否かを審理する際は、著名であるか否か、類似であるか否か、一般

の消費者に混同誤認を生じさせるか否かなどを考慮し、かなり厳しい基準で判断し

ているように思われる。 
 
また、上記第 22 条を適用できない場合は、同法の第 25 条に更に定められている

「本法に別途規定がある場合を除き、事業者は、その他取引秩序に影響を及ぼし得

る欺罔行為又は明らかに公正さを失する行為をしてはならない」との条文により、

被疑侵害者の行為は、一般の消費者に一定の程度の混同誤認を生じさせたことによ

り、取引秩序に影響を及ぼしたことを公平取引委員会に対して主張することが考え

られる。 
 
以下、公平取引法に基づいて店舗デザインの侵害を主張した関連事件について説

明する。 
 
 

1: 会 2005 年公処字 094088 分 
本 の  
告発人である台湾ケンタッキー社（台湾肯德基）は、公平取引委員会に対し、「吮指王咔拉脆雞

社及び卡拉商行社は、いずれもその経営する店舗に、台湾ケンタッキー社の商標『KFC』『SDG』

に類似する『KLG』及び『SDC』などをその著名な外観及び／又は表示としてフライドチキン

を販売するとともに、台湾ケンタッキー社の周知された赤、白、青の三色の組合せの内装デザ

インも模倣しており、当時の公平取引法第 20 条 1 項 1 号と 2 号（注：現行の第 22 条 1 項 1 号

と 2 号）に違反し、また、その看板や、公告、メニューには赤、白、青の三色の組合せを模倣

しているなど、明らかに創作性のない模倣行為であり、告発人の知名度を利用した欺罔行為又

は明らかに公正さを失する行為であり、公平取引法第 24 条（注：現在の第 25 条）の規定に違

反している」とも主張した。 
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告発人の商標 被告発人の商標 

被告 人の反 容 
被告発人は、「赤、白、青の三色はそれぞれ、純潔と衛生、調和と服務、吉祥と富を象徴してお

り、欧米ではこの三色を経営理念の象徴とすることが多く、また、被告発人が経営する店は、

告発人の綺麗に内装された店舗と異なり、綺麗な内装はない」と反論した。 

 

公 会  

(1)公平取引委員会は、「告発人の商標はその商品の出所を表彰することができ、関連事業者又は

消費者に一般的に知られる著名な外観及び／又は表示であることを認めた一方で、赤、白、

青の三色の組合せは同業者の間によく見られるものであり、『著名な外観及び／又は表示』

の要件を満たしていない」と認めた。 
 
(2)また、公平取引委員会は、「告発人の店舗は通常 2、3 階あるのに対し、被告発人は 1 階しか

なく、両者の店舗の規模は異なり、また、商品の単価もかなり異なるため、消費者が取引す

るときに混同誤認を生じさせるおそれがない。よって、公平取引委員会は、被告発人の行為

は公平取引法第 20 条 1 項 2 号の規定に違反していない」と認めた。 
 
(3)一方、公平取引委員会は、「告発人の商標は一般的に知られる著名な外観及び／又は表示であ

り、被告発人が看板やメニューなどに告発人と類似する赤、白、青の三色の組合せを使用す

る行為は、混同誤認を生じさせるとまでは行かないが、全体的に見れば、告発人の商業上の

名誉を積極的に利用した欺罔行為又は明らかに公正さを失するものに該当し、公平取引法第

24 条（注：現在の第 25 条）の規定に違反する」と認めた。よって、公平取引委員会は、被

告発人に対し、その行為を直ちに停止するように命じるとともに、35 万台湾元の過料を課

した。 
 

 
 

2: 財 98 2009 1  

本 の  

(1)本件事件において、サンドイッチなどを販売する著名なサブウェイ（SUBWAY）を経営する

米国企業 DOCTOR’S ASSOCIATES INC.（控訴人）は、「被控訴人である砂堡潛艇堡社は、
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『SUBBER』を名称とする店舗で、同様にサンドイッチの専門店を営んでいる。また、その

商号である『SUBBER』が『SUBWAY』に類似し、かつ、店舗内外のデザインと関連営業

設備も『SUBWAY』に類似し、明らかに控訴人の『SUBWAY』のチェーン店の外観やデザ

インを模倣しているため、控訴人の営業又は役務と混同誤認を生じさせ、公平取引法第 20
条 1 項の規定に違反する」と主張した。 

 
(2)また、控訴人は、「たとえ上記行為が模倣行為とはならなくても、被控訴人は控訴人のサンド

イッチ市場における知名度を利用し、控訴人のチェーン店の外観やデザインを模倣し、かつ

同一の業務を営んでいることは、消費者に混同誤認を生じさせ、控訴人の知名度を利用した

欺罔行為又は明らかに公正さを失する行為であり、公平取引法第 24 条（注：現在の第 25 条）

の規定に違反する」とも主張した。 
 
(3)台北地方裁判所での一審では、控訴人である原告の訴えは全て棄却された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

控訴人の商標 被控訴人の商標 
 

人の反 容 

(1)被控訴人は、「控訴人が提出した外観及び／又は表示内容はいずれも、消費者に『SUBBER』

と『SUBWAY』を混同誤認させて連想させる程度のものではない。また、控訴人の営業上の

名誉を利用したことでもないので、被控訴人が『SUBBER』を使用できない理由はない。こ

のことは、既に公平取引委員会の 2008 年 7 月 17 日付決議で明らかになった」と主張した。 
 
(2)被控訴人は、「控訴人は、その第 49639 号『SUBWAY』、第 48351 号『SUB』、及び第 114573

号『SUBWAY〈devicemark〉』の商標が著名商標であることを理由に、被控訴人の登録され

た第 1109777 号『SUBBER 及び図』の商標に対して異議を申し立てたが、知的財産局は両

者が異なると判断し、2005 年 3 月 23 日に不成立の処分を下した」とも主張した。 
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公 取引  
(1)知的財産裁判所は、控訴人の緑の下地に白／黄色文字の「SUBWAY」の看板は、営業の著名

な外観及び／又は表示であり、関連事業者又は消費者に一般的に知られる著名な外観及び／

又は表示であることを認めた一方で、「被控訴人の『SUBBER』と控訴人の『SUBWAY』の

意味は異なり、商標の概念も異なり、通常の知識と経験を有する消費者であれば区別できる

ものである。また、被控訴人の『SUBBER』は既に商標として登録されており、かつ、被控

訴人の『SUBBER』商標に対する異議申立ても棄却されたので、被控訴人が『SUBBER』

商標を使用する行為は、公平取引法第 20 条 1 項 2 号の規定に違反しない」と認めた。 
 
(2)また、知的財産裁判所は、「控訴人の SUBWAY の店舗デザインに使用されている緑色と黄色

の組合せは、一般的に存在する色であり、控訴人はその色の組合せを商標として登録出願し

ておらず、当該色の組合せにより関連事業者又は消費者に、一般的にその役務を認識させる

機能があることも証明できないため、当該緑色と黄色の組合せは著名な外観及び／又は表示

ではない」と認めた。また、知的財産裁判所は、控訴人が指摘した被控訴人の使用している

同一のメニュー、玄関の「OPEN」のネオンサイン、ドリンクバー、床のタイルの設計につ

いて、「これらは営業上の慣用の容器、包装、外観であり、役務又はその出所を表彰できる機

能がないので、公平取引法にいう著名な外観及び／又は表示ではない」とした。また、知的

財産裁判所は、「公平取引委員会も、前記内装に使用されている色は、公平取引法第 20 条 1
項 2 号に規定の著名な外観及び／又は表示ではないと認めた」こと23を指摘した。 

 
(3)更に、公平取引法第 24 条（即ち、現在の第 25 条）の規定に係わる主張につき、知的財産裁

判所は、「当該第 24 条の適用は、抽象的要件が過度に拡張されて自由競争を不当に制限する

ことがないよう、厳格に行うべきである」と指摘するとともに、「被控訴人は、控訴人の看板

の緑の下地に白／黄色文字の組合せを使用しておらず、かつ、上記のように、注文看板、玄

関の『OPEN』ネオンサイン、ドリンクバー、床のタイルの設計などは著名な外観及び／又

は表示ではなく、被控訴人も一部が異なるように改変したので、控訴人と被控訴人の店舗デ

ザインは異なり、消費者が一般的な注意を払えば、営業主体が異なることに気づけるはずな

ので、商業上の名誉を利用する又は高度に模倣することがなく、公平取引法第 24 条の規定

に違反していない」と認めた。 
 
(4)よって、知的財産裁判所は控訴人の控訴を棄却した。また、控訴人が更に上告したところ、

最高裁判所は二審の判決を維持し、上告を却下した24。 
 
 
 

                                                   
23公平取引委員会 2008 年 7 月 17 日公参字第 0970006271 号通知。 
24最高裁判所 2011 年台上字第 124 号民事裁定、2011 年 1 月 20 日。 
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上記事例のように、店舗デザインなどのトレードドレスへの侵害の有無について、

公平取引委員会及び知的財産裁判所は厳しい基準で類似であるか否か、一般の消費者

に混同誤認を生じさせるか否かを判断しているので、公平取引法に基づいて第三者が

店舗デザインを模倣していると主張する場合は、一般の消費者に混同誤認を生じさせ

る程度に模倣の類似度が高いか否か、また、類似度の高い部分が独自に創作したデザ

インであるか又は商業上慣用のものであるかを慎重に検討する必要がある。公平取引

法に基づく主張は、登録され確定した権利範囲を有する権利に基づく主張ではないた

め、自分の権利範囲がどこまで及ぶのかを確定するのは困難な面がある。一方、意匠

に関しては登録制度が設けられており、権利範囲は公告された図面により確認できる

ので、意匠権への侵害の主張が認められるか否かは、一般的に比較的判断しやすい。 
 
よって、権利の存在及び権利範囲の明確性の観点から言えば、定かでないトレード

ドレスの権利を主張するよりも、専利法の規定に基づいて登録され、対比するデザイ

ンが確定された意匠権を主張するほうが好ましいと思われる。したがって、従来より

運営してきた自社店舗については、自他識別力を強めつつ、一般の消費者に他人の店

舗と混同誤認を生じさせるかを見極めた上で、商標法及び公平取引法に基づいて権利

を守る。一方、新しく立ち上げるブランドの店舗については、立ち上げる前に、その

店舗デザインの各独特な構成要素に新規性と創作性があるかを検討し、あれば、積極

的に意匠登録出願を行うべきである。例えば、店舗で使用されるオリジナルの、建築

物の外観、店舗の外装、テーブルやカウンターのレイアウト、店舗の看板、商品の包

装紙又は包装容器、接客カウンター、イメージキャラクター像、店舗内の家具（ロビ

ーチェア、接客ソファー、陳列棚、陳列テーブルなど）など自社店舗デザイン全般、

従業員の制服のデザインについて、意匠登録出願の要否を検討する。また、台湾では

部分意匠制度もあるので、新規性と創作性の有無を考慮しつつ、店舗デザインの中心

要素でない部分を変更しても意匠権が及ぶように、部分意匠制度を利用し、権利範囲

のより広い意匠権を取得することが好ましい。 
 
なお、2015年2月4日に施行された改正公平取引法により、既に商標登録を取得してい

る場合は、商標法に基づき権利行使すべきであり、公平取引法に基づき権利行使する

ことができなくなったので（公平取引法22条2項）、ご留意いただきたい。 
 
 
【公平取引法】 
第 22 条 事業者がその営業において提供する商品又は役務には、以下

の行為があってはならない。 
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1. 著名な他人の氏名、商号又は会社名称、商標、商品容器、

包装、外観又はその他他人の商品を示す表徴を、同一の又

は類似する商品において、同一の又は類似する形式で使

用することにより、他人の商品と混同誤認を生ぜしめ、又

は、当該表徴を使用した商品を販売、運送、輸出又は輸入

すること。 
2. 著名な他人の氏名、商号又は会社名称、標章又はその他他

人の営業内容、役務を示す表徴を、同一の又は類似する役

務において、同一の又は類似する形式で使用することに

より、他人の営業内容又は役務の設備又は活動と混同誤

認を生ぜしめること。 
前項にいう氏名、商号又は会社名称、商標、商品容器、包装、

外観又はその他他人の商品を示す表徴について、法により登

録出願して商標権を受けた場合は、適用しない。 
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